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            午前１０時００分 開議 

○議長（三浦三一君） 開会前に事務連絡をいたします。 

 携帯電話をマナーモードにお願いいたします。 

 ただいまの出席議員は２２名で定足数に達しており、議会は成立いたしました。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の日程はお手元に配付いたしましたとおり、これより本日の日程に入ります。 

 一般質問の前に報告いたします。 

 昨日の一般質問において１７番香西議員に大変ご迷惑をおかけいたしました。９月２

日、香西議員より一般質問の通告が議会事務局に提出されましたが、事務処理の際事務局

の不手際により質問事項を少なくするミスがありました。香西議員に大変ご迷惑をおかけ

いたしましたことをおわび申し上げます。今後は事務処理の際十分気をつけますので、よ

ろしくお願い申し上げます。 

            ～～～～～～～～～～～～～～～ 

  日程第１ 市政に対する一般質問 

○議長（三浦三一君） 日程第１、市政に対する一般質問を前回に引き続き行います。 

 初めに、２２番吉川精二君の一般質問を許可いたします。 

 ２２番吉川精二君。 

 

○２２番（吉川精二君） 通告に従いまして、ただいま議長より発言の機会を与えられま

したので、２２番吉川精二、一般質問をとり行いたいと思います。理事者におかれまして

は明快に答弁を賜りますようお願いを申し上げます。また、質問によっては再問させてい

ただきたいと思いますので、議長のほうにおきましてよろしくお取り計らいをお願いを申

し上げます。 

 一般質問の４番目でございます。まず、皆様方、おはようございます。通告で３項目通

告をいたしております。１点目は３番目に一般質問されました香西議員と同じ趣旨でござ

いますので、香西さんの質問の中で昨日質疑応答が行われております。したがいまして、

重複するところは省略をさせていただきまして、１点のみ質問をさせていただきたい、こ

のように思います。 

 まず１点目は、中学校卒業まで医療費の助成を実施してはどうか、続きまして２点目、

土成インター駐車場の拡張について、３点目は、養護老人ホーム吉田荘の民営化について
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というようなことで今回３点を通告をいたしております。市長初め担当者におかれまして

明快に答弁をお願いをいたしたいと思います。 

 まず、１点目の中学校卒業まで医療費の助成を実施してはどうかということで、香西議

員昨日質問されまして、ほとんど答弁が終わりまして、昨日この項ほとんど終了しておる

わけでございますが、１点のみ、今回条例改正をされまして、小学校６年生の最終卒業ま

で、５００万円余りの予算をもって条例改正をし、医療費の無料化を実施されるわけでご

ざいます。なお、昨日の質問の中で、中学校３年生まで、卒業まで３年間延長してはどう

かというようなことで質問が香西議員からありまして、理事者より、これに伴う予算措置

として３年間、１年、２年、３年生合わせまして４，５５０万円ぐらいの今までの実績か

ら推定して予算が必要であるというようなことで、財源の問題で非常に検討して前向きに

というような答弁でございました。私も限られた財源の中で非常に理解ができるわけでご

ざいます。したがいまして、今回間口を狭めて、一歩でも二歩でも前進をするというよう

な意味合いから、所得制限、また入院に伴う医療費の負担増、細部の点でなお検討、煮詰

めをいただきまして、低所得者の非常に入院に伴う医療の負担で生活にしわ寄せがあると

いうようなご家庭に限って検討していただいたら。というのは、日常の生活する上で、や

はり入院、これに伴う出費、保険診療に伴う正規の保険の自己負担分でございますが、安

心して生活ができる、非常にこの厳しい世の中、今の世相でございます、このような中で

子育てをし、次代の阿波市、また我が国を背負うて立つ青少年を育てていくというような

意味合いから、国におきましても今度民主党の政権で児童手当２万６，０００円、２１年

度は１万３，０００円のようでございますが、子育てに重きを置いた施策がとられており

まして、これがこの間の総選挙でやはり住民の国民の理解を得たというようなこともござ

いますし、いろいろ問題点もあろうかと思いますが、ここらの細部を詰めまして、いま一

度一歩でも二歩でもジャンプアップした上、前向きに取り組むことができるか、この点１

点をお聞きをいたしたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 秋山健康福祉部長。 

○健康福祉部長（秋山一幸君） おはようございます。 

 最初の吉川議員の乳幼児助成に関する年齢延長について、昨日香西議員から中学校３年

生まで延長できないかというご質問がありまして、その答弁の中で、せめて入院を対象に

できないかというお話がございまして、私のほうで前向きに検討をさせていただくと、そ

の条件として国の政権の交代によります各種事業、予算の見直し等によります市町村への
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影響等考えて前向きに検討したいという旨のご答弁をさせていただきまして、今吉川議員

のほうから再度所得制限、または低所得者の方に限り中学生まで延長してはどうかとい

う、検討してはどうかというご質問でございます。 

 先ほど申しましたように、県におきましては今回７歳から９歳まで延長して１１月から

施行、また阿波市におきましてもご質問のとおり来年の３月３１日まで、１２歳の学年修

了まで延長させていただく条例改正をご提案させていただいております。その中で、県の

２歳延長によります補助金の増額等、また行政経費の節約、事業の見直し等によります経

費ということで、いろいろな多方面から見直しまして、子育て支援の立場から内部検討を

重ねまして前向きに検討させていただきたいと思っております。 

 ちなみに、今子育て支援の方法として児童手当、また児童扶養手当等を支給しておりま

す。児童手当は１２歳までということで３，８２０人、その支給額は年間約２億円でござ

います。そのうち市の負担が２８％ということで、７，８２０万円ほど市の負担をしてお

ります。これは一般財源でございます。また、児童扶養手当につきましても１８歳までと

いうことで、３００人を対象に１億４，６００万円ほど、そのうち市の負担が３分の２と

いうことでございます。約１億円余り一般財源から支出しております。 

 このような諸制度の改革等が国の制度改革によりましてどう変わるか見きわめなくては

なりません。しばらく内部検討させていただきまして、香西議員、また吉川議員のご質問

の趣旨に合った前向きな検討をさせていただきまして、阿波市にとって子育てがいかに、

また医療費の軽減がどういうふうに市民の皆様方に喜ばれるか十分検討させていただきた

いと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（三浦三一君） 吉川精二君。 

○２２番（吉川精二君） 秋山部長より答弁をいただきましたが、やはり低所得で非常に

入院等のケースが起こった場合にやはり安心して治療が受けられるというような温かいひ

とつお取り組みを、前向きにということでございますが、できる限り一歩でも二歩でも前

進ができるようにお取り組みをいただきたいと。この項はこれで終わらさせていただきま

す。 

 続きまして、２点目の土成インター駐車場の拡張についてでございます。 

 この件につきましては、現在の駐車場が狭く、御所の郷など、また隣接の公園施設等を

利用して、駐車場に駐車できない車が利用しておるようでございます。しかしながら、現
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代社会におきまして、やはり御所の郷まで車を回送いたしまして、あそこへまた帰ってく

ると。現時点ではやむを得ない方法でございますが、できますならば、私ども絶えずあそ

こを通ったときに注意をして駐車場の状況等を目撃するわけでございますが、大体満車の

状態が多い。また、一部の人は公団の合理化によりまして職員の駐車場の一部を借って利

用して駐車をされておるような人もあるようでございますが、これらにつきましても案内

標識また駐車場の標識等十分整備をされておりませんし、気兼ねもあろうかと思います。

また、御所の郷をかなり利用しておるようでございますが、これにつきましても急いだ案

件、またいろいろと身体的に不自由な方もございますし、できますればあそこの駐車場を

拡張していただいたらと。経費もかかりますし、今国のほうで高速道路が無料化になろう

かというような方向で検討されております。したがいまして、高速道路を利用する状況も

現在とは変化が起ころうかと思います。また、いろんな面で、路線バスとの関係、またこ

の駐車場を利用してのトラベルによる旅行の募集で、あそこで乗りおりする方たちの利

用、また利用者も広く吉野川市、阿波市、また上板町にもまたがっておると推測するわけ

です。上板町もサービスエリアの北側の駐車場からバス停までの距離がかなりあります

し、夜間等非常に駐車場からバス停行くまでの条件が悪うございます。したがいまして、

土成のインターチェンジの利用者が多いというようなことになっておると思いますが、土

柱につきましては一昨年ですか整備をしまして、非常に利用者にとっても利便性が向上い

たしておりますし、何ら問題なく運営をされておるわけでございます。御所のほうは国道

沿いということで地価の問題もありましょうし、地域的に非常に先祖から受け継いだ財産

というようなことの認識の度合いも違うかと思います。そしてまた、前段申しましたよう

に、大きくこの高速の利用を取り巻く状況の変化もあろうかと思います。しかしながら、

できますなればあそこで、どなにか理解の得られる方法で用地の取得ができるならばスペ

ースを拡張して、それぞれの利用者の利便性に便宜を図ったらと、このように思うわけで

すが、この点ご答弁をお願いをいたします。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） おはようございます。 

 それでは、吉川議員よりご質問をいただきました土成インターチェンジの駐車場の拡張

についてご答弁をさせていただきたいと思います。 

 本市の土成町には徳島自動車道の土成インターチェンジが設置をされておるところでご

ざいます。高速道路の整備に伴い高速バスについても現在東は阪神方面から、さらには名
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古屋、東京方面へ、西は松山方面へのバスが運行され、非常に便利になっている状況でご

ざいます。 

 バスの運行につきましては、建設当初は１社だけ乗り入れでありましたが、現在は徳島

バス、四国交通、ＪＲ四国の３社が乗り入れをしておる状況になっております。非常に便

利になり利用者もふえている状況にありますが、高速バス利用者はインターまで自家用車

に乗ってきてインターチェンジの駐車場に車を置き、高速バスを利用するというふうな状

況かと思います。 

 現在、バス利用者の専用駐車場は１３台とめるスペースがございます。近くの御所の郷

の駐車場も利用できるようになっております。少し離れておりますが、駐車ができる状態

にまでなっております。議員がおっしゃるように近くで新たに駐車場を確保できれば利用

者は非常に便利になるのでないかなあというふうにも思っております。 

 この土成インター駐車場の設置につきましては、以前にも話が持ち上がったことがござ

います。しかし、話がまとまらなかったというふうな経緯もございます。少し課題もある

ようでございますし、予算的な問題もございます。十分調査をさせていただきながら協議

また検討させていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 吉川精二君。 

○２２番（吉川精二君） 今、田村部長より答弁をいただいたわけでございます。以前の

経過につきましても私も認識をいたしております。しかしながら、その後この用地等、農

地、用地、いろんな地価に対する大きな状況の変化がございます。当時とは今農業委員会

等であっせんに出てくる農地にいたしましても非常に取得のできやすい状況に状況の変化

が起こっております。このようなことも踏まえまして、やはりこういう駐車場の性質上、

買い物とか会議でなしに、やはり長時間駐車をすると。最低、日帰りで行っても朝から夕

方まで。また、東京とか遠方へ、大阪、京都というような路線になりますと泊つきで出か

ける場合もございます。したがいまして、非常に混雑というか満車の状態が多い。そし

て、御所の郷というようなことで代替施設、これはもう合併前の旧市場町、土成町、それ

ぞれ独立しとったときから満車のときに土成の役場へ問い合わせをすると御所の郷へ置い

てくださいと、こういうような回答をそのときからして利用しとるわけでございます。し

かしながら、長い目で見まして、できることなればやはり用地を確保して、調査結構でご

ざいますが、もう一つ踏み込んだ前向きな用地交渉、またこれらについてどのように取り

組んでいかれるのか、もう一つ具体的に答弁お願いしたい。 
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 また、１日の利用台数はどのぐらい利用しよる、把握しとれば、担当のほうで。どのぐ

らいの車があそこでとまって、御所の駐車場をどのぐらいの車両が利用しよるか、この点

について答弁お願いしたい。 

 また、あそこで満車の場合、御所の郷へ回送してくださいと。こういう原則的に公園の

駐車は私は違法じゃと思うんです。絶えず３台から５台ぐらい駐車しとるようでございま

すが。したがいまして、置いておる車もそれなりにあそこへ置いて差し支えのないという

ような車両を置いておりますが、新しい車なんかになりますと御所の郷へ回送をしとる。

ここらの実態をどのように把握されとんのかお聞きをいたしたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 吉川議員の再問にお答えをいたしたいと思います。 

 まず１点目、利用状況でございますけれども、６月時点で少し調査をさせていただいた

状況でございますけれども、１日平均の利用者は、今３社ございますけれども、２５名ぐ

らいと１社、それで３社で７５名ぐらいというふうなことで調査の情報をいただいており

ます。 

 それと、用地を含めての検討というふうなことでございますけれども、先ほどお答えを

させていただきましたように、以前には用地で問題ができなかったというふうな経緯もご

ざいます。それで、用地を含めた中でいろいろ調査をさせていただいて、どういうふうに

していくかというふうなことを協議、検討してまいりたいと思っております。 

 それと、駐車の状況ですけれども、１３台というふうなスペースはございませんので、

一部路上駐車をしている状況があるというふうにも認識をいたしております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

（２２番吉川精二君「案内標識は」と呼ぶ） 

 設置ですか。それと、御所の郷にとめれるというふうなことで案内標識というふうなこ

とでございますけれども、それにつきまして一応了解をいただいた形でとめれるような状

態になっておるというふうに思っております。 

○議長（三浦三一君） 吉川精二君。 

○２２番（吉川精二君） これは再々問ですから、この項につきましてはこれで終わるわ

けでございますが、行政と御所の郷とで駐車利用しても結構ですよと、こういうような暗

黙の了解、理解はいただいとるということでございますが、一般の車両の駐車をする方た

ちにどのように対応しとるかと、こういうふうにお聞きしよんですよ。ほれと、やはり公
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園のところは駐車をしてだめなら駐車禁止、いわゆるきちっと責任、指導の徹底が図れる

ようにね。今、答弁いただいた７５台、２５台の車両ということになれば、やはりあそこ

の駐車のスペースの倍の車が来ておると、こういうことなんですよね。前回、交渉して地

権者と不調、それはもう相手方があることですから、地権者からご協力をいただけなけれ

ば事業は進捗をしませんが、やはりできるだけ早い機会に地権者と交渉せられて、高速の

無料化っていうたところでやはり利用者はかなりあると思うんです、路線バスが通る以上

は。それで、そこいらのもう一つ細部にわたって、利用者に対してどのような、御所の郷

へ回送してくださいというような徹底が図られとんのか、再度答弁お願いいたします。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 吉川議員の再問にお答えいたしたいと思います。 

 御所の郷への駐車場につきましては、看板を設置してとめれるような案内をしているよ

うでございますけれども、再度状況を確認してみたいと思います。 

 それと、公園については長時間駐車はだめですよっていうふうな看板も設置しておる状

況があるということでございます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 吉川精二君。 

○２２番（吉川精二君） それでは、この項につきましては終わるわけでございますが、

もう答弁は要りませんが、やはりこういうような公園での駐車、また御所の郷へのご利

用、いわゆるやはり十分利用者に徹底できるようにね。あそこへバス停の駅があるんです

よね、待合室が。ここらでやっぱり、おりたらすぐとわかるように周知をする必要があろ

うかと。これなんかについてはもうお金は全くかかりませんよね。やはり日本の一世代を

背負うた三木総理大臣の銅像のある公園ですから、やっぱり美観上からも、いろんな諸般

の情勢からも、あそこへ駐車はするべきじゃないと思うんですよね。やはりそこいら十分

指導徹底ができるようにお取り組みをお願いをいたしたい、このように要望しておきま

す。答弁結構です。 

 続きまして、３点目の養護老人ホーム吉田荘について。 

 １点目として、この計画は来年４月１日より民営化、指定管理ではなしに、この老人ホ

ームという性質上民営化という方向で検討されてこられた。一応タイムリミットが来年４

月１日というような目標を掲げて今日まで行政改革に取り組んでおられると、このように

認識をいたしておるわけでございます。 
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 そこで、この計画の現時点での状況と今後の見通し、これについてお伺いをいたしたい

と思います。 

 また、この老人ホームというような性質上、これは阿波町で吉田さん、私も市場町の住

民でございましたので細かいことはわかりませんが、ご協力をいただいた吉田さんの名前

をそのまま吉田荘と命名をしておるとお聞きをしとんですが、来年４月１日ということに

なりますと、もうあとわずか６カ月、このように期間が差し迫っとるわけでございます。

あそこへお勤めの職員の方々、また入所をされておる利用者の方々も非常にいろんな面で

心配もあり、今後どうなるんであろうかと、このように考え、また心配もし、ご苦労もさ

れとると思います。したがいまして、これらの状況も踏まえまして、しかも入所者が現在

４７名とお聞きしておるんですが、この人たちが快適な生活が送れ、また利便性の向上の

図れるように取り組まなければならない。特に高齢化を迎えまして利用者が、絶えず入所

の申し込みがあろうかと思います。隣接市町におきましては２年ほど前に、厚生省のこれ

に伴う補助金のあったときに大体この問題解決しておるわけでございますが、阿波市は現

状に至っておるというようなことで、仮にあの建物を利用するにしても耐震補強、また改

装等も伴いますし、入所者がおりますので、これ相手方があることで契約事でございます

ので、行政だけで進むわけにもまいりませんが、期間としてはもう一日も猶予ができない

というようなことで、あのままご利用いただいて、新しい適地を探して、阿波町内で、無

論阿波町で利用されとる方もございますので、阿波町内という原則は、これはやはり基本

であろうかと思いますが、阿波町内で代替地を見て、民営化でお願いして移転をする。こ

ういうことが起こる場合には、公有財産として市が手持ちでありますところの旧阿波庁舎

の跡、勝命の住宅の跡、住宅と公園ですか、跡とか、いろいろ市の市有財産として持っと

るところの、これで面積が狭隘で不足する分は隣接地を確保のできるというような条件も

兼ね備えたところでなければ移転もできませんが、現在の生活をしていただきながら新し

い、ちょうど学校の校舎の改築と同じで、できて移転をするか。もしくは契約者が見つか

らない場合は指定管理の方法、また直営の方法、いろいろあろうかと思いますが、いずれ

にいたしましてもあの建物老朽をいたしておりますので、耐震補強、これに伴う改装がつ

いてきます。やはり長い目で見て今ベストな選択をしなければならないわけでございます

が、ここいらをどのようにとらえておるのか。やはり全国、県内の体制を見ましたとき

に、契約を結んでくれる、民営化で受けてくれる受け皿がありますれば、そういう方向へ

行くのがベストであろうと、このように思うわけでございますが、なかなか相手先の要る
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ことでございますし、一朝一夕に契約はできない。したがいまして、一日も早く踏み出さ

なければ４月には間に合わないというような状況下にあろうかと思います。このようなこ

とを踏まえまして、現時点での計画、基本的にはどのように進める。また、この基本的な

問題に変更があれば次の次善の策はどうである。民営化にするのか、指定管理にするの

か、直営で続けるのか、ここいら現時点の状況をお聞かせをいただきたい。 

○議長（三浦三一君） 秋山健康福祉部長。 

○健康福祉部長（秋山一幸君） 吉川議員の阿波市養護老人ホーム吉田荘についての１点

目の今後の見通しと計画、２点目の旧阿波町庁舎の跡地利用についてでございますが、現

在の吉田荘でございますが、ご承知のように吉田義太郎さんの１，０００万円の浄財と土

地を寄附をさせていただきまして、福祉に役立てていただきたいということで当時の町長

が、十川町長でございましたが、老人ホームを建てようということで長峰に建てさせてい

ただきまして、築３５年がたっております。 

 この養護老人ホームにつきましては、行政改革の中で民営化を進めるという内容で進め

ております。その民営化の検討委員会の中で答申が２月６日に当時の小笠原市長に対しま

して、民設民営が一番望ましい、また民設民営がない場合には公設民営、すなわち指定管

理ということで２案の答申案が出されてまいりました。そうした答申案を受けまして行政

側としまして、また入居者が快適な生活空間を営みまして、皆さんが安心して老後を営む

ように新設して、民設民営が望ましいということにつきまして今回民設民営の公募にかけ

ることにいたしました。 

 その過程の中で一番の問題は、入居者が安心して移管できるような状態に持っていかな

くてはならない。また２点目は、今働いております職員の処遇の問題でございます。とい

うことで、職員の問題につきましては昨年からお話をさせていただいております。そし

て、検討委員会の内容につきましては、委員に老人ホームの所長が入っておりますので、

その開催状況の中身については職員にその都度報告をさせていただいております。先般、

内容が固まりましたので、秘書人事課と私のほうと総務課のほうで老人ホームに参りまし

て、職員に対しまして民設民営をしたいということを公式に打ち明けて協力をお願いした

ところでございます。また、職員組合とも話を進めまして、おおむね納得をいただいてお

ります。また、現場の職員につきましては、その処遇につきましてもそれぞれの個々の内

容を聞き取りをしておりますので、その点につきましても内部調整は進んだ段階で今回公

募にかけさせていただくように公募にかけることにいたしました。 
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 その日程につきましてでございますが、公募は文教厚生委員会の中で詳しく説明をさせ

ていただきまして、この１０月から公募にかけたいと思っております。そして、１１月末

までに運営委員会の委員を選定させていただきまして、１１月末までに公募先があった場

合に選定委員会の中でプロポーザルか、何ぼの法人が来るかわかりませんが、市内限定と

いうことで予想しておるのは７法人程度でございますが、その中から公募があった場合、

選定委員会の中で民間の方を主に対象にした委員でございますが、選定をお願いし、決定

してからその詳細について決定者と煮詰めたいと思っています。そして、年明けからそれ

ぞれの職員と公募決定者の職員と一緒になって老人ホームの任務を、なれといいますか、

触れ合いながらお年寄りが安心して生活できるような環境づくりに努めたいということ

で、２３年３月、３年先までに新設をお願いするということで、その間は今の現施設をそ

の公募者が運営をしていただくというふうな段取りで進めておるのが現状でございます。

もしその公募者がない場合は答申の第２案ということで、公設民営ということで、現施設

を改良させていただきまして指定管理にかけさせていただくということで準備をするつも

りでございますが、一番行政にとっても、また現在入所しております４７人のお年寄りの

方にとっても快適な入所生活を送る上でも、やはり古くなった二人部屋でなくして、新設

した新しい施設の中で皆さんが一緒になって老後生活を楽しく過ごすのが一番でなかろう

かと思っておりますので、その点につきまして十分配慮しながら公募先を決めたいと思っ

ております。 

 以上でございます。 

○議長（三浦三一君） 吉川精二君。 

○２２番（吉川精二君） 今、代替地の問題は答弁の中から触れられておりませんが、今

言うた旧阿波町内の公有財産、いわゆる市の所有財産の中から選定をされるのか。また、

働く、いわゆる従業員の人、おおむね説明をしご理解をいただいとるということでござい

ますが、あそこで働く人たちの十分職場の確保もでき、今までどおり勤めができるよう

に、ここいらの問題もあろうかと思いますし。ただ、契約する相手方の事情ありますし、

非常に多岐にわたりまして複雑な要件を兼ね備えとるわけでございます。今、市内に来月

から募集をする中で７社が一応そういう条件を兼ね備えた契約の相手先というようなこと

で、これが不調に終わりますと指定管理ということでございますが、この市内業者７社、

これは私どもも阿波市、当然納税もしておりますし、市内の職場の確保、また市内業者と

いうことで優先的にこの７社ということは、当然相手方がこの条件に応募してくれるなら
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ばそれにこしたことはない、そう願いたいと思うわけでございますが、この７社が不調に

もし終わって指定管理との間に、７社の仮定に応募がなかったというような場合に、指定

管理との間に市外業者というのはどのようなとらえ方をしておるのか。民営化という一つ

の大きな基本の中で、この間にワンクッション、どのようにとらえておるのか。市内でな

ければ、もう即指定管理にいくのか。その間に、市内にあれば今前段申しましたように理

想でございますが、そこいらどうとらえておるのか。 

 それと、阿波町内の用地の選定、これも相手方がありますので相手方との要望も大き

な、今お年寄りはやはり、前は静かで環境のいいとこ、環境のいいとこはどこも共通する

んですが、今の入所者は買い物、商店等も近くにあるところでなければ入っていただけな

い、現実がもうそういうないろんな細かい要素も入ってきますので、これはもう契約の相

手方との事前の協議の中に入ろうかと思いますが、阿波市内で執行部として予定地どのよ

うにされておるのか、再問でお答えをいただきたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 秋山健康福祉部長。 

○健康福祉部長（秋山一幸君） 吉川議員の再問でございます。先ほど２点目の答弁漏

れ、大変失礼いたしました。阿波庁舎の跡地の利用を先に答弁させていただきます。 

 ご存じのように旧阿波町役場の庁舎跡地につきましては、面積が約２，０００平米、正

確には２，１７７平米ございます。ご承知のように入り口の間口が少し狭いというのと、

東西が狭いということと、買い足しでございますが、西にしか、北は公衆用道路、南には

宅地と田んぼがございますので、西だけの買い足しでございます。これも地権者との話し

合いでございますが、その面積が１，２００平米ぐらいございます。足して３，３００平

米ぐらいございますが、議員がご指摘のように今の時代の中で、ゆとりがありまして、緑

があって、お年寄りが老後を快適に過ごすための生活空間と申しますと、ある程度の空間

があって、木も植え、また桜も見られ、四季折々の花を見出て心安らぐ中で老後生活を送

るのがベターでなかろうかと思っております。その南北が狭く、また西のほうへ、長方形

になるかと思いますが、その跡地を阿波市養護老人ホームの候補地としてどうかというご

提案でございますが、内部検討の中でも討議に上がったわけでございますが、お年寄りの

老人ホームには向かないだろうということで、ほかの事業の採択はどうかということで、

一応老人ホームの候補地としては除外をさせていただいております。 

 そして、次の点でございますが、市内業者がなかった場合に民設民営の公募を市外業者

まで広げたらどうかということでございます。これは市内業者を最優先にして公募してか
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ら、その中で順次内部で検討させていただきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（三浦三一君） 吉川精二君。 

○２２番（吉川精二君） やはり今答弁をいただきましたが、市内に７社、条件を満たし

た、この種の管理運営される施設、関係者があるということで、願わくばこの７社といろ

んな条件面でのこれから交渉されまして、私どももできたら市内の業者にお願いをした

ら、入所者も気心がわかっておりますし、職員にしても非常に理想でなかろうかと、この

ように思うわけでございますが、交渉事でございますから、いろいろと限られた、今１０

月から募集をして１１月に締め切るというようなことで、非常に多忙をきわめ、４月１日

に向けまして、１１月末で締め切って、何をしましてもあと４カ月というようなことに。

施設は現在の施設を使うわけでございますから、少々期間はかかりましても、それぞれ入

所者、従業員、またこれの委託を受けてお願いをする民営化の事業主の方々、それぞれの

立場を踏まえまして、できるだけ行政としてもあらゆる面でこれらの施設管理者、また従

業員、入所者に温かい気持ちで接していただきまして、前段申しましたように阿波町の関

係者もございますので、阿波町内で全部とは申しませんが、できるだけそれらの条件を兼

ね備えた施設整備が整いまして、一日も早く所期の目的が達成できますように関係各位に

ご努力をお願いをし、目標としておりますところの４月１日から新しい運営形態に生まれ

変わるように努力をお願いするわけでございます。また、いろんな面で、条件の過程で、

用地提供とか、また施設の管理の問題とかいろいろ出てこようかと思いますが、先ほど部

長からも検討委員会で十分審議をし素案を練るということでございますので、検討委員会

におきましても十分ご検討いただきまして、目的が計画どおり進むようにご努力をお願い

いたしまして私の一般質問を終わります。どうも答弁ありがとうございました。 

○議長（三浦三一君） これで２２番吉川精二君の一般質問は終了いたしました。 

 次に、８番吉田正君の一般質問を許可いたします。 

 ８番吉田正君。 

 

○８番（吉田 正君） ただいま議長のほうから許可をいただきましたので、議席８番の

吉田正、２件について一般質問をいたします。 

 今回の私の質問ですが、旧阿波町の、今吉川議員のほうからもちょっと触れましたが、

阿波町役場の件と、阿波町内にある柴生谷川の県が管理をしています河川の橋のかけかえ
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の件と、その２件について周辺地域住民が非常に要望しているということで、ごく一般的

な質問になりますので、簡単明瞭にご答弁をお願いしたいと、かように思っております。 

 なお、１番目の質問の件でございますが、吉川議員ただいまの庁舎の分に関し質問もあ

ったようでございますが、重なるようでございますが、私は使用目的が違うので今回質問

をさせていただきます。 

 今回、我々、私が質問する１番目の庁舎の旧阿波町庁舎でございますが、この件につい

ては阿波町が昭和の大合併のときに旧の林町、伊沢村、それと久勝町で昭和３０年に合併

をしております。それで、建設された新庁舎が３２年に竣工しております。それから５４

年までの間、その庁舎を阿波町の庁舎として利用し、５４年度に今のこの現在の阿波庁舎

が竣工されたわけでございます。その間にいろいろ、旧庁舎は中学生の剣道の武道館とし

て利用される間、たまたま平成の大合併で阿波市が誕生いたしました。それから後に書庫

として利用をされて現在までおります。 

 つい最近私も担当課長と書庫を見せていただきましたが、雨漏りもしよるというような

現況と、今のとこ大分書類も片づき、非常に少なくなっております。そういう関係でござ

いますので、できましたら非常に老朽化したあの旧の阿波町の庁舎、これは阿波町の地域

住民の方は見るに見かねんような状況でございます。庁舎の周囲には建物が５カ所ほどあ

ります。消防署はきれいに整頓されており、消防署の詰所もありますが、これは常時使う

とりますので美しく整理もされております。その本庁の書庫の２階もちょっと上がらせて

もらいましたが、ガラスの割れとるとこもあるし、いかにも何十年も使うとらんなという

ような状況でございます。これは非常に危険な状態にあります。私は今回この件について

行政はどのように考えているか、今後の維持の仕方。それから、この件については地域住

民の人もああいうような庁舎は早く倒してもろうて、きれいな更地にしていただき、整備

をしてもらいたいなというのが本音でございます。どうせ私は解体をするのであれば、今

回経済対策交付金、いわゆる出ています、そういう交付金を充てながら解体事業ができる

のかどうか、そこらをお答え願いたいことと、これをいつまであのような状態で行政とし

て置いとくのか、それとも新年度には解体の予算を置くのか、そこらを明確に答弁をいた

だいたら地域住民の人も安心するんでなかろうかと思っております。 

 それで、解体した後でございますが、今吉川議員には吉田荘では用地が狭いということ

で無理だということでございます。私は近い将来南海地震が発生するというような、いろ

いろなことで中学校、それから役所についても橋についても耐震補強をしております。そ
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ういうことでございますので、できましたらあの跡地は更地にし、緊急避難場所に使用す

るような形態で置いとくのか。それとも、建物を、阿波町のあそこは中心でございます。

そういうことでございますので、備蓄庫、備蓄の倉庫が今阿波市の阿波町でどの辺につく

って置いとるのか。それとも、この本庁に置いとるのかどうか。もし備蓄庫ができるもん

なら、あそこへ緊急避難所とともに、阿波町の災害のときに使えるだけの、阿波市が使え

るだけの備蓄ができるか。それと、なおかつ東のほうに備蓄庫をこしらえ災害に備えるべ

きでないかと思いますが、見解をお聞きしたいと思います。 

 第１項目についてはこれで答弁を願いたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 吉田議員のご質問にお答えを申し上げたいと思います。 

 旧阿波町庁舎についてということですが、今後の維持計画等についてのご質問でありま

す。これについてはまた以前岩本議員からもこれに関連したご質問をいただいております

が、ご質問の建物につきましては旧阿波町役場として昭和３２年に建設されております。

その後、昭和５４年まで使用してまいりました。同じ敷地の中には、有線放送室として使

用していた建物や倉庫、阿波方面第５分団詰所や防火水槽などの施設が現在あります。 

 旧庁舎につきましては、平成１７年の合併時に旧阿波町関係の書類を保管する場所が不

足することとなったため１階部分を改修し、現在書庫として使用しているとこでありま

す。保管文書は主に平成１６年度以前の書類となっております。１階部分の書庫につきま

しては合併時に改修したこともあり、現在のところ文書は適切に保管されていますが、旧

庁舎全体の建物を見てますと、老朽化が非常に激しく、窓ガラスの破損、外壁の劣化が見

られ、２階の天井数カ所からは雨漏りもあり、また耐震の面からも建物の脆弱性が指摘さ

れる状態で、解体なども含めた早急な対応が必要な状況となっています。私も今議員お話

がありましたように現場を２度ほど見せていただいて、とても２階へ上がっても足の踏み

場もないというような、ほれぐらいの荒れようといいますか、そういう状況であります。 

 そういったことで、７月に開催しました公有財産処分等検討委員会の中でも協議を行い

ました。現在の旧庁舎で保管している文書については、今年度中に市の管理する他の書庫

へ移転をする予定としております。 

 また、旧庁舎の先ほど申し上げましたように敷地内にある他の建物についても、できま

したら来年度の新年度予算で撤去費を計上させていただいて解体する予算をお願いいたし

たいと考えております。 
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 また、先ほどもお話し申し上げましたように、敷地の中には阿波方面第５分団詰所と防

火水槽の移転問題があります。それについても地元消防団とか、そういうふうな協議が必

要となります。それも進めていきたいと思います。そういったことで、今後検討委員会な

どの中において十分協議しながら、住民にとって地域にとって有効に使えるような形で整

理をしていきたいと、かように思います。 

 今、この解体後やはり更地にして整備しておきますと、今議員いろいろ備蓄倉庫とか避

難所として、そういうお話がありましたが、やはり更地にすることによってそういう緊急

的にすぐ対応できると。まず、その整備に取り組んでいきたいと、そのように思います。

備蓄のほうの食料については、それぞれの支所とかそういうとこで、一部ではございます

が備蓄をしている状況であります。そういったことで、早く更地にして整備をしたいと、

そういうように思っていますので、来年度の新年度予算に計上させていただきたいと思い

ますので、ご協力をお願いいたしたいと思います。 

 以上です。 

○議長（三浦三一君） 吉田正君。 

○８番（吉田 正君） 第１項目につきましては、ただいま八坂部長のほうから明確な答

弁をいただき、新年度に解体予算を計上するということでございますので、ぜひ間違いな

しに予算計上し、来年度に解体に向けて進んでいただきたいと思います。 

 それと、第２項目でございますが、旧阿波町の林地区にあります県営管理の柴生谷川と

いうのが土柱から吉野川までの区間、南北に流域がございます。それで、この河川の阿波

町の東林から西林という林の地区でございますが、その林小学校と東林の部落の中間にあ

るこの谷でございます。実は、この谷は現地を見ていただいたらわかると思いますが、こ

の橋梁については昭和の初期にかけられたコンクリー橋でございます。この橋が１０メー

ターぐらいの距離と思います。幅員が２メーター少々。この１０メーターぐらいの距離で

すが、そのときは手練りでコンクリをして構造物をこしらえた関係かもわかりませんが、

中間に橋脚があります。その橋脚に１６年の２３号台風のときにもほの橋に漂流物がかか

り、水かさが急に上がり、いろいろと周辺の民家なり、それからハウス、施設園芸、非常

に害が出ております。そういうことで、１６年の２３号台風のときにもいろいろお願いし

たがなかなか県との協議が難しいと。県のほうは、いわゆる鳴門池田線が近くにあります

と、どうしてもと言うんならもういっそ橋をのけてもろうて堤をついたほうが県のほうは

責任が問われんというような考え方もあるようでございます。今現在、鳴池の新道はあれ
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からすぐ南側にありますが、あの前にほの橋をこしらえて堤を築堤するときには鳴門池田

線は十川ゴムのほうに向いて走っておりました関係上ああいうような低い橋と道路で地元

住民がお願いし置いてもろうたんだろうと思っております。そういうことで、あえて地域

住民の人は無理は言えないとは思いますが、できることならあれを橋のかけかえなり、そ

のときに１メーターでもかさ上げしてくれたら水の流れがよくなるんでなかろうかなと思

っております。そういうことで、住民の方、あの辺２３号でごつい被害が出ました。そう

いう関係で、ぜひともあれはどなにかならんかということで今回も質問させてもろたわけ

でございますが、先般の１０日、１１日の早朝の局地的大雨、豪雨によりましてあそこも

またあふれた経緯がございます。周辺地域の住民のある熱心な方が６時ごろ、私も６時ご

ろ行ったんでございますが、そのときにははや流木やかかったもんをのけながら流れがス

ムーズに行くようにしてくれておりました。そういうことで、これからは局地的大雨、１

００ミリも降ったらしい、この間の１１日の雨量でございますが、どか雨というのはどこ

で起きるかわからんような今気象条件になっております。そういうことで、できるものな

ら県と協議をして、橋のかけかえなり、いろいろあそこの水に対する対応をしていただき

たいということで今回質問をしております。そして、この間の１１日から後にいろいろ県

と市も現場を見たり協議をしよると思われますが、協議がどのようになっておるのか、一

応報告かねがね答弁をお願いしたいと思っております。それでは、この件について担当部

長から今まで協議した経過と今後の見通しについて一応答弁をしていただきたいと思いま

す。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） それでは、吉田議員のご質問でございます、林小学校の

通学路でもある市道の柴生谷にかかる橋梁についてというふうなことでお答えをさせてい

ただきたいと思います。 

 林小学校の通学路でもあります市道居屋敷南整理線の柴生谷川にかかる柴生谷中の坪橋

につきましては、昭和４０年代に県営の事業として堤防の改修工事が行われました。その

際、橋のかけかえについても計画がされていたように聞いております。しかしながら、当

時何らかの事情がありまして橋のかけかえは行われずに既存の橋がそのまま残り、現在に

至っておるというふうな状況でございます。橋は改修された堤防の天場といいますか一番

上の部分よりかなり低い位置に現在かかっております。堤防は橋のところで橋の部分だけ

切り取られた格好になっております。橋のところでは堤防が中断された形になり、その部
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分の堤防の高さはハイウオーターレベル、水が最高に出る部分より１．８メートルぐらい

低い状態となっております。それで、平成１６年の２３号台風、さらにはことしの８月の

豪雨時には堤防の切れ目から河川の水があふれたというふうな状況になっております。 

 このことにつきまして、市といたしましても何とか対策をしたいというふうなことで、

県と対応について現在協議をしております。協議の内容につきましては、橋のかけかえを

想定した場合はどうなんだというふうなことでまず協議をいたしております。橋のかけか

えにつきましては、県の考え方では、かけかえの位置につきましてはハイウオーターレベ

ルプラス６０センチぐらいの高さまで橋を持ち上げないと県としては河川協議に応じられ

ないというふうな回答でございました。すると、この場合につきましては、橋の高さが現

在も堤防の高さぐらいになりますので、非常に高い位置に橋がかかることになります。そ

れによって取り合い道路についても大きく持ち上げる必要があります。取り合い道路につ

きましてもかなり大きな工事が必要になるんでないかというふうにも思っております。そ

れで、当然この河川につきましては県管理河川ですけれども、橋の工事につきましては市

の負担で工事をしていかなければならないというふうな状況です。それで、取り合い道路

までさわることになるとかなり用地の協力も必要ですし、いろんな厳しい条件があろうか

と思います。それで、現段階では橋のかけかえについては厳しい状況かなあというふうに

認識をしております。それで、引き続き県とも協議をしていかなければならないのでござ

いますけれども、かけかえ以外にほかに何か適当な方法はないかというふうなことで引き

続き県とも協議をしてまいりたいというふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 吉田正君。 

○８番（吉田 正君） 再問でございますが、ただいま部長のほうからいろいろ報告を受

けました。非常に橋のかけかえというのは難しい問題があると思われます。それで、橋の

かけかえは難しいだろう。その次に水の対応をどのようにするかということを協議を県と

して、できるだけ早く。水が出てあふれた後とん袋持って行ったらもうほのときには引い

とったと。ことしの場合は吉野川の水が２メーターぐらい低かったわけなんですね、１６

年のときよりは。そういうことで、内水がどことも引くんが早かった関係で冠水がなかっ

たわけなんです。そういうことでございますので、来年の台風時期までにはできるだけ水

が入らんように、消防団員の協力を得ながら、土のうでなしに何か県と協議して、板を積

み立てるとか、鉄扉でどなにか１尺ぐらいの高さにして水を防ぐような方法ができたら、
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ほういうようなことを県と慎重に協議し、早急にやっていただきたいと思います。 

 再問でございますが、私のほうとして要望をし、このまま県の協議を置くんでなしに、

被害が出る恐ろしいとこでございます。子供も通学しております。そういうことで、でき

るだけ早急に、どなにか水を防げるような対応を県と根気よく協議をしていただきたいな

と思います。それで答弁ちょっといただいて私の質問を終わりたいと思いますので、簡単

で結構です、答弁をお願いします。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 吉田議員の再問にお答えをいたしたいと思います。 

 引き続き県とも協議をさせていただきますけれども、当面の手段として橋をそのままに

置いた状態で何か対策はないものかというふうなことで協議をさせていただきたいと思い

ます。今、吉田議員のほうからも話がありましたように、堤防の切れ目に仮設的にゲート

を設置するとか、そういう対策で対応ができないかというふうなこともちょっと考えてみ

たいと思っております。そういう方向も含めて今後県とも協議をしてまいりたいというふ

うに思います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 吉田正君。 

○８番（吉田 正君） それでは、根気よく県と協議をしながら早急に水の対処をしてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 これで私の一般質問を終わります。 

○議長（三浦三一君） これで８番吉田正君の一般質問が終了いたしました。 

 暫時休憩いたします。 

            午前１１時１５分 休憩 

            午前１１時３０分 再開 

○議長（三浦三一君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 次に、４番正木文男君の一般質問を許可いたします。 

 ４番正木文男君。 

 

○４番（正木文男君） てっきり昼からかなと思っておったんですが、午前中ということ

になりまして。しかしながら、ちょっと１２時過ぎるかと思いますけども、昼前までおつ

き合いを願ったらと思います。 
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 今回、前回の議員の皆さん方、政権交代というようなことでいろいろとお話もございま

した。一番我々懸念されるのは地方自治体への影響というようなことで、皆さん方も質問

の内容がたくさん出ておりました。 

 私は今回のいろんなこの政権をちょっと前段で感想的に申し述べさせてもらったらと思

うんですけども、麻生総理についてはいろいろ皆さん方意見があったかと思うんですけど

も、大きな私は失政はなかったというように思うんですね。しかしながら、自民党の身内

から責められ、そしてまた後ろからも矢を撃たれると、そしてまた正面からはマスコミに

批判のえじきにされたというような状況だったんじゃないかなというふうに思います。い

ずれにせよ、本当に１００年に一度の世界大不況の中、日本のかじ取りっていうものをや

ってこられた、務められたというようなことに対してご苦労さまでしたというふうに私は

言いたいというふうに思っております。 

 翻って、政権をとられました民主党には、しっかりとした公約を掲げられたわけですか

ら、その公約の実現に向かってしっかりした政治をやってもらいたいというような気がい

たします。本当に財源の確保だとか、その辺をしっかりと見きわめながら取り組んでいた

だく。それは我々地方にも、そしてまた国民にもはね返ってくるわけですから、お願いし

たいというふうに思います。 

 あえて、ここで皆さん方思われてるかどうかわかりませんけど、一言民主党政権の中で

懸念することをちょっと皆さんにご披露といいますか、しておいたらと思うわけなんです

けども。将来の国の姿や国益を損なうような法案、選挙の焦点にはならなかったわけです

ね。例えば外国人参政権法案、人権擁護法案、夫婦別姓案、それから中国や朝鮮との関係

等、そういうな面については慎重な対応をお願いしたいなというふうに思います。これは

どういう形で出てくるかわかりませんけども、選挙の施策、そしてマニフェスト、そうい

う中には出てこなかったわけなんですけれども、基本的な法律、日本の国益にかかわるよ

うな事案につきまして、やはり国益を損なわないように慎重な対応をお願いしたいなとい

うことを、地方議会ではありますけども、皆さんとそういうことも考えておいたらなとい

うふうに思って、私の私見ですけども言わさせてもらいました。 

 さて、今回、おくれましたけども、議長の許可をいただきまして一般質問させていただ

きます。私の今回の質疑は例によりまして４本立てということでお願いをしたいなと思っ

ております。 

 まず１点が議会における既質問事項に対する取り組み状況について、２点目が水道事業
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の運営状況について、３点目が庁舎建設問題について、４点目が土地改良事業の計画変更

についてという内容でお願いしたいと思ってます。 

 まず、１番目の議会における既質問事項に対する取り組み状況について。私はあえてこ

ういう質問の仕方を出させてもらいました。どういうことかといいますと、過去に我々も

真剣に質問をさせていただきました。そしてまた、理事者側もそれなりに真剣に対応とい

うものはさせていただいてるかと思うんですけれども、どうも我々も言うたら言うたな

り、皆さん方も、それの努力はされてるかと思うんですけども、聞いたら聞いたなりとい

う、ちょっと言い過ぎかもわかりませんけども、そういうなことがあっては、せっかくの

この議会の場、やっぱり有用な議論のかみ合いといいますか、そういうものが必要じゃな

いかなというような思いで、あえてこういう１点目の質問、既質問事項に対する取り組み

状況についてという質問の柱立てを１点させていただきました。 

 そのまず大きな１番目の中で私は３つほど挙げております。１つ、阿波市合併記念事業

への取り組みについて。これは平成２０年１２月の議会でさせてもらいました。２０年と

いいますから去年ですね。４年になってるわけなんで、本当に合併になって何らかの方

向、小笠原市政、野崎副市長、そういう体制の中で順調に進んできた、いろんな細かいこ

とを詰めながら進んできておられる、その努力は本当に評価したいと思います。やっぱり

市となって、そういう状況の中で皆さん方の市民意識の高揚だとか、より連帯意識だと

か、それから何かやはり記念というような形での合併記念事業への取り組みについてどう

いうふうに考えておられますか、どう取り組まれる予定でしょうかというなことを質問さ

せてもらいました。その後、この件につきましてどういうふうな状況になっておるのか、

何か対応は考えておられるのかということを質問いたします。 

 それから、小見出しの２ですね。高校再編が予定されている阿波農業高校の施設を活用

した阿波市農業振興のための取り組みはということで、これも平成２０年１２月させてい

ただきました。これについては、もう平成２４年に阿波農業高校、鴨島商業高校再編統合

されるということが決まって、その方向の中で動いております。しかしながら、阿波農業

高校、歴史のある高校でございます。どういう状況になっていくかという中でいろいろ調

べてもらいましたところ、実習地、それから実習施設はそのまま残して活用する。高校再

編計画の中で特色ある教育の実現を目指すというような中で農学科、農業科学科、生物活

用科の設置。地域に根差した両校教育の伝承、そして融合、発展を図る。地域と連携し、

地域の活性化に資する実践的教育の推進を図るというようなことが言われておりました。 
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 私はこのときにどういう質問をしたかといいますと、県内農業高校ってのはなくなって

いくわけですね。それから、阿波市というのは県下でも一番の農業の生産圏であるという

ようなことで、農業関係のもの、それから過去には川島農業普及センターが市場にありま

した。そういうようなものが農業の本当に発展しなければいけない地域であるところの地

元にあった農業高校、そういうものが移転していくということはやはり地域の農業振興に

とってはマイナスなんじゃないだろうか。せっかく実習地も残る、当然ある程度の施設も

活用する、残していくということであれば、そこにその学校の生徒のいろんな研究だと

か、先生もおられるわけなんで、そういう人の農業との連携、そしてまた生徒に対しての

ある程度の実践的な指導だとか、地域の各農家の皆さん方の情報の交換だとか、ほれから

情報の吸収、そういうような機能を持てれるような高校再編という中で、そういう意味合

いも残したような、内容も残したような阿波農業高校の跡地といいますか、あとの施設と

いうものも考えていただいたらどうかというようなことで提言なり質問をさせてもらった

と思いますので、そのことについてどういうふうになったでしょうかということですね。 

 それからもう一点、合併特例債を念頭に置いた阿波市まちづくりの中期計画の策定は、

ことしの６月にさせていただきました。これはもうかねてから私は言っておるんですが、

確かに総合計画の中で計画を立てて進んでいっております。しかしながら、あれは全体の

マスタープランでしかない。やはり現実的な具体的なものは予算をこれぐらい使うんだと

か、そういうある程度のプラン、そういうものを立てて、夢もベースも入れたそういうプ

ランを立てて、それを計画的にやっていくという手法が求められるんじゃないでしょう

か。 

 もう一点、この中期計画というようなことで言いましたのは、合併特例債という代物を

いかに有効に活用していくか。セットできる事業はセットして、トータル的に地域のイン

フラ整備、この際やっておかなければいけないようなものを整理して、どういう形でプラ

ンを立てていくか。それをこの平成２６年度というものを一つの区切りにして、そこまで

の間でどういうような予算の執行体制、優先事業、事業の優先をどういうふうにつけてや

っていくかということを設定した中期計画、阿波市まちづくり中期計画の策定をされたら

どうでしょうかというような質問をさせてもらいました。 

 この前段では、このとき議論になりましたのは、合併特例債の活用が平成２０年度ぐら

いまでで大体４０億円ぐらいでしたか、それから今後が３５億円ぐらいというようなこと

で、合併特例債の計画というものがトータルで８５億円ぐらいを見込んでおるというよう
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な話がありました。これは私はもう少ないんじゃないかなと、ちょっと遠慮し過ぎじゃな

いかなというような気がしたわけですね。阿波市のまちづくり計画、合併協議会でつくら

れました建設計画の中では、トータル合併特例債の許容枠は約２２０億円ぐらいありまし

たですかね。その中で、その時点で阿波市として計画されましたのは１８７億円、合併特

例債なりそういうものを活用したまちづくりの整備計画というものを持っておられまし

た。この８５億円ということなんですが、ちょっと遠慮がちじゃないかなというなこと

で、そういうものもセットして平成２６年度までにどういうようなものを、どういう予算

の裏づけで、どれぐらいトータル予算をつくっていく、組んでいく。そして、それに対し

てはこういう償還の予定であるというようなことを中期計画として持つべきじゃないだろ

うか。今のローリング方式、３年ごとで見てやっていくというのは、継続事業の来年度ど

うしましょうか的なものでしかないわけなんで、事業をやっていくという前提の中で、や

はり全部できるかどうかわからないけども平成２６年度までの間で例えば１００億円ぐら

いのインフラ整備だとか投資をやる、その中で合併特例債が８５億円だ、あとは一般事業

だとかですね。この中で優先順位を立てて計画を立てて、道路だとか学校だとか住宅だと

か、そういうものをやっていくというようなものを考えられたらどうだろうかという話を

してましたけども、その辺がどうなっておるのかということをまずご質問、お聞きしたい

と思います。１、２、３なんで。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 正木議員の一般質問にお答えを申し上げたいと思います。 

 初めに、１点目の阿波市合併記念事業への取り組みについてでありますが、これにつき

ましては昨年の１２月の定例会において合併記念事業への取り組みについて具体的な事例

を織り込んだご提案をいただきました。 

 ご承知のように本市も１７年４月１日に４町が合併をして、ちょうど本年で５年目に当

たります。そういったことで、ご質問の合併記念事業を実施するに当たりまして本年の６

月に予算をお願いしたわけですが、地域活性化・経済危機対策臨時交付金事業を活用いた

しまして、地域の活性化を推進し、市民の連帯感、一体感を深めることを第一の目的とし

て合併記念事業を計画しているところであります。 

 現段階での計画案としましては、健康管理を目的としたスポーツイベントの招致、そう

いったことも考えております。また２つ目として、ふるさと出身のアーチストの演奏会と

か、また３つ目には地場産の食材を使った創作料理大会とか、また他の自治体との共同に
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よる記念イベント、そういったことを今案として事務局のほうでは持っているところであ

ります。こうしたいろいろ単発的なイベントのほかには、多くの市民の方が継続して毎年

参加できるような継続的な、例えば健康イベントとか、そういったことも事業として考え

て計画していきたいと思います。 

 この具体的な今申し上げました案につきましては、やはり各方面の方々にいろんなご意

見とかご指導をいただく必要がございますので、そういったことを十分に煮詰めながら進

めてまいりたいと考えております。この合併記念事業をただ、ことしがちょうど５周年目

ということで、２１年度だけでなしに２２年度も含めて、継続してほういうやはり期間的

ないろいろなイベントの予定もありますので、２年ぐらい継続してやりたいなあと、そう

いうふうに思っております。 

 続いて、３番目の特例債を念頭に置いた阿波市のまちづくり中期計画の策定はというこ

とで、これも６月議会において、本市が第１次総合計画を基本とし、構想、計画、実施の

方法をとっていますが、具体的な事務事業の姿が見えにくい、合併に係る財政措置である

平成２６年度まで活用できる合併特例債の使途及び計画の策定が必要でなかろうかという

ご意見を、ご質問いただきました。 

 そういったことで、本市としては合併後５年目に入りました。その間さまざまな事業を

展開してまいりましたが、中でもインフラ整備等に使用できる合併特例債につきまして

は、ご承知のように平成１７年度から２０年度の４年間でケーブルテレビの整備、農業基

盤の整備、幹線道路整備、学校施設の耐震化、まちづくり振興基金の造成事業に４２億

５，６００万円を活用しております。この特例債については、活用条件であります合併市

町村の一体性の速やかな確立を図る、均衡ある発展に資する、総合的かつ効果的な推進と

事業の関連を毎年県と協議しながら対象事業の拡充に努めているところであります。 

 ご承知のように現在の国、県、また本市の経済動向を踏まえますと、中・長期的な視点

で速やかに事務事業の選択と集中を実行しなければなりません。本市の地域性、現在のそ

れぞれ市民ニーズ、将来世代の市の姿等をそれぞれ各部局においてやはり的確に把握し事

業を進める必要があろうかと思います。新規事業のみならず継続事業においても職員等が

英知を結集して市民とニーズに対して真摯に向き合いながら市民と行政の共生となる社会

システムを構築し、市の活性化を促すことを目標といたしております。もちろん先ほども

言われておりましたようにインフラの整備事業には合併特例債の活用を検討しなければな

りません。しかしながら、忘れてはならないのは合併に係る財政支援は終期が設定されて
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おりますので、地方分権、行財政改革の推進、堅持との均衡を図りながら事業を展開して

いかなければならないと思っております。やはり平成２６年度末ということですので、議

員いろいろご意見、ご提案をいただいております。やはりその中身をいろいろ相談しなが

ら、特例債を充てなければいけない分については、それに固執しないように十分それを検

討して特例債を充てていく必要があると思います。中身についてはいろいろ議員の皆さん

にご意見をいただいて執行していきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（三浦三一君） 板野教育長。 

○教育長（板野 正君） 正木議員からの２番目の高校再編が予定されている阿波農業高

等学校施設を活用した阿波市農業振興のための取り組みはということで昨年の１２月にご

質問いただきました内容は、農業者育成等の役割を果たす農業支援センター的な機能を持

った施設として再編統合の計画の中に盛り込んでもらえないだろうかと、こういうふうな

ご質問であったと思います。 

 このことにつきまして実は私、県の教育委員会にも先日問い合わせをいたしました。議

員が申されましたように平成２４年度に高校再編、統合するということで、現在の鴨島商

業高校と阿波農業高校が新しい学校として生まれ変わるということになっております。そ

ういうことで今現在県の教育委員会では開校準備委員会を設立しまして、その検討中であ

りますということでございまして、今現在の検討の内容は、学校運営に関すること、学校

の教育目標とか、あるいは校名とか校章、校歌とか、そういったことの検討をしておりま

すということでございます。また、阿波農業高等学校が新しく生まれ変わるということで

ございますけども、決して農業科がなくなるということではございません。今現在の阿波

農業高校でしっかりとした農業分野の教育、それから生物活用科といったものも今現在の

ところでなされるようになっておると聞いております。 

 そこで、その高等学校、新しい高等学校が生まれ変わってできる、その特色ある教育の

中にはっきりと位置づけられていることがあります。それは目標だと思いますが、先ほど

議員からも申されましたように、地域に根差した両校教育の伝統継承し、融合発展させた

多様な教育、これが１つでございます。２つ目は、地域と連携し、地域の活用化に資する

実践的な教育。３つ目に、地域の自然や文化と触れ合う体験的な教育や食の安全・安心の

観点からの教育ということがはっきりと目標として掲げられております。そういったこと

で、今後はこの内容等については検討がなされると思いますけれども、とにかく地元の地
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域の学校は地域がしっかりと連携しながら育てていくということが私は非常に大事なこと

だと思っておりますので、そういったことも先日は県の教育委員会にはお願いし申し上げ

たところでございます。 

 また、県の教育委員会としましては、地域の商工会議所とか商店街とかＪＡ、それから

農業大学校、各農家とも連携をしていきたいというふうなこともはっきりと申されており

ますので、今後２４年に向けて検討がされていくと思いますが、私教育委員会といたしま

しては、阿波市の農業振興にどのように具体的にかかわっていっていくのかはよく見守り

つつ、今後機会を見て、先ほど申し上げました３つの目標がしっかりと踏まえられた新し

い学校づくりに取り組んでくださいますようお願いをしていきたいというふうに思ってお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（三浦三一君） 正木文男君。 

○４番（正木文男君） それぞれお答えをいただきました。 

 まず１点目は合併記念事業ですね。本当に広く市民の意見を聞くと、そういう場も踏ま

えながら、聞きながら取り組んでいくというようなことで、より実りある、そして有意義

なイベントを企画していただいたらというふうに思います。 

 ２点目の阿波農業高校の取り計らいについて、今教育長からも話がありました。これは

この際我々は阿波市としてしっかりと申し入れをしていただくということが大事じゃない

かなと思うわけですね。管理は県がやるわけですから、逃がさないぞと。県に管理しても

らいながら阿波市として役に立つように、それを活用する場として、市としてしっかりと

教育委員会なり、そして農林部局なり、運営について阿波市にプラスになるような方向で

の要望をしっかりお願いしたいなというふうに思います。 

 それから３点目ですが、この計画、中期計画、これがなかなかはっきりしませんね、ど

うも。この議会だより９月の分で、私これ広報委員長しとんですが、余り言よると時間な

くなりますけど、このまちづくり計画を結びという中で市長から答えがいただけましたの

は、まちづくり計画をまとめるためには企画力が大事であり、企画立案能力のある副市長

を選任し、職員一丸となって取り組みたいというような答えもいただいております。そう

いうなことで、きっちりと具体的な、そして２６年になった時点で財政は健全化だった

と、ああ、めでたしめでたし、しかしながら、あれもやっとけばよかった、これもやっと

けばよかったということにならないように私は懸念するわけです。確かに１１．７％の公
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債費比率、それは立派なもんですよ。しかしながら、もう何遍も言います、２６年度以降

インフラ整備のための金は使えません。扶助費、教育費だとか、そういうもんで済んでし

まいます、２０年度以降は、維持管理費で。だったら、多少の借金覚悟で今２６年度まで

でしておくべき。これ以上の補助金というか、交付金がどう出るかわかりませんけども、

ものはないわけなんで、この際公債費比率が十五、六％になろうと、私はしっかりと財政

出動をして、優先順位をつけてやっておくべきだという提言なんですね。 

 それで、ちょっとこれは再問したいんですが、できたら今年度中に副市長も入られて、

私はもう若手職員ですね、若手職員によるプロジェクトチーム、本当に阿波市のまちづく

り、夢を描こうじゃないかというようなプロジェクトチームをつくって阿波市の当面のま

ちづくりというものを企画立案をされたらどうでしょうかということを提言いたします。

市長、どうでしょうか、お答えを。もうすぐで申しわけないんですが。 

○議長（三浦三一君） 野崎市長。 

○市長（野崎國勝君） 正木議員からは、基本的には合併特例債、二度とないお金という

ことで、この際阿波市の将来を見据えた形で本当に有効に市民のためになるようなお金の

使い方をしたらどうだろうかというのが基本になってるんじゃないか。それに加えまし

て、阿波市の総合計画、実によくできてるんだけれども、市民の目等々から見ると非常に

具体的な事務あるいは事業内容が見えてこない。まさに私もそのように感じております。

部長からもお答えしましたけれども、１０年の基本構想、５年の基本計画、あるいは３年

の実施計画、これローリング方式でやってますけれども、いずれも本来なら３年間の実施

計画は市民の目に届けば即事業内容がわかるのが一番いいんでしょうけれども、これも事

業名だけと金額だけ。正木議員の言われるとおりだと思います。 

 これ何ゆえかっていうていろいろ分析してみますと、市になると市民に対して非常に専

門的な部、課が組織として立ち上がってます。それとともにやっぱり職員の数、４つの市

町村が一緒になれば、単純に４倍とかいきませんけれども、人の数も当然ふえております

ので、専門性のある職員ができると思ってました。ところが、現実にあけてみますと、や

はり旧町の仕事内容っていうんですか、職員がふえただけなのでなかったかなというよう

な感じします。これから先、そのあたりも十分に組織体系、あるいは人の配置、専門性

等、時間がかかると思いますけれども、整理しながら職員の育成、あるいは企画力のある

職員の育成に努めていかなければならないんじゃないかと思ってます。そんなことを考え

てましたら、非常に副市長来ていただいて市全体の総合的な企画力、これ恐らく飛躍的に
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ここは伸びると思います。あと、職員の企画力というのが出てくるんですが、そのあたり

はやはり職員の専門性っていうんですか、育成に非常に時間がかかると思ってます。 

 そんなとこからいろいろ私も４年間、５年目に阿波市に勤務して仕事をやり出してから

なりますけれども、再三申し上げておりますように反省点、いろんな委員会立ち上げまし

た。これは４部、あるいは教育委員会の縦割りの弊害っていうんですか、市職員の本当に

レベルアップ、横のつながり、横断的なつながりを高めて、市民の要望をしっかり酌み取

っていこうということで随分と検討委員会等々立ち上げましたけれども、やはり部長、次

長がどうしてもメンバーになっていく。ほんで、すばらしい職員が育ったなと思うと、や

はり市から去っていく。まさに今正木議員が言われた若手のプロジェクトっていうのは間

違いなしに必要だと思っています。一部に財政状況、これの将来の見通し、あるいは金の

動かし方、金と事業の結び方、結びつけ方をやるために財政課がそれぞれ部長、各部の部

長等々にお願いして、若手の財政の勉強会を毎年やってます。メンバーも当然変わってま

す。そのあたりの意見あるいは感想文、私も読ませていただいておりますけれども、すば

らしいメンバーが育っていっているように思います。これを財政だけじゃなくて、ほかの

分野にもやはり広げたいなということで、いい、議員から、正木議員から若手のプロジェ

クトチームの提案、非常に私も常々もう考えておりましたので、ぜひとも実行に移してい

きたい、かように思ってますので、よろしくご理解、ご協力お願いします。 

○議長（三浦三一君） 正木文男君。 

○４番（正木文男君） 市長の前向きな決意、聞かせていただきました。市町村ていうの

は市長の権限というのは絶大なもんがあります。本当にやろうと思えばそれができるわけ

なんで、リーダーシップを発揮して、その若手を取り込んで、本当に申しわけないんです

けど、やっぱり将来の阿波市を考えるとしたら若い人の意見で、それもほんまにとっぴも

ない意見、夢のようなものを取り上げて、それはできなかったらしゃあないというぐらい

で描いていくということだと思います。 

 例えば、きのう稲岡議員がおっしゃってましたけど、フルーツロードをどうしていくか

だとか、それから私は今自歩道がどんどん整備されております。あの自歩道を電動カー、

お年寄りが安心して移動ができるという空間が整備をされてきておりますね。ああいうよ

うなものを市道とかにもきっちりとやっていく、今中央道もやられておりますけども、そ

れをやってるということだけで済ますんじゃなくて、そのことによって阿波市は福祉のま

ちなんですよ、老人に優しいまちづくりをしよんですよというイメージをつくっていくわ
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けですね。そういうようなものが私は企画力だと思うんですね。一つの総合的なまちづく

りというものをつくっていく中で、そういうような視点もしっかりと養ってもらったらと

いうふうに思います。 

 それから、次もう２点目に入りたいと思います。水道事業の運営状況についてというこ

とでございます。 

 議会の開会日に監査委員から水道事業の監査報告がありました。水道施設の運営につい

てはおおむね健全な運営がなされているとの報告がありました。しかし、施設は旧町ごと

に整備されたものであって、整備水準、時期等がそれぞれ異なることから統一的な整備だ

とか管理っていいますか、そういうなものが求められるというような話があったように思

います。 

 そんな中で、ちょっと水道事業について質問という形で、まず１点目は、全体の運営状

況、施設、事業、会計面から将来の施設整備、機械の更新ですか、対して資金計画等は順

調に進んでおるんだろうかどうか。 

 ２点目が、有収率の状況ですね。やっぱり上水の効率的な使用というものが求められる

わけなんで、有収率の状況、県平均との比較という面でお教え願えたらと思います。 

 ３点目が、今年度阿波市水道事業基本計画及び地域水道ビジョンを立てられておるとい

うふうに聞いておりまして、これの内容、そして状況ですね。 

 それから４点目は、これまた後で詳しく言いますけど、各戸への水道のつなぎ込み時に

発生する個人負担についてということで、今その個人負担を取る状況、そのところについ

てお願いいたします。 

○議長（三浦三一君） 森本水道課長。 

○水道課長（森本浩幸君） 正木議員の一般質問にお答えさせていただきます。 

 水道事業の運営状況についてということで４点ほどいただいております。 

 まず１点目として、全体運営の状況、施設、事業、会計面からということでございます

が、阿波市の水道につきましては昭和３９年度に旧阿波町で給水が開始されたのが始まり

であります。平成１７年度に４町が合併した経緯から、吉野川に沿った７カ所の浄水場等

を中心とした送・配水施設が各所に散在し、給水区域内の標高差も大きいことから加圧ポ

ンプ場も多数あり、これらの管理に多大な時間を要しております。 

 一方、水道事業は利用者の皆様の水道料金等で運営する地方公営企業であり、独立採算

制を原則としていますが、近年は給水人口の減少による水需要の低迷から給水収益が減少
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しつつある状況下にあります。 

 平成２０年度の水道事業会計決算におきましても、収益的収支においては利益を上げて

おりますが、資本的収支の不足額を減価償却費、減債基金等で補てんしており、施設更新

を踏まえた資産維持費が十分に確保されていない状況にあります。将来、機械施設等の更

新を実施するに当たり、建設改良費に充てる財源等を明確にするための財政計画が不可欠

と思われますので、本年度に策定中の基本計画及び水道ビジョンの成果をもとにして、建

設改良費に伴う財政計画を作成しなければと考えております。 

 次に、２点目の有収率の状況でありますが、平成２０年度の阿波市の有収率につきまし

ては、決算書でも掲載してありますが、総配水量７３３万４，１４３立米に対し、有収水

量５０２万６，６３６立米であり、有収率は６８．５％で、前年度より１．７ポイント高

くなりましたが、低い指標値を示しております。ちなみに徳島県の平均値でありますが、

平成１８年度で８７％でございます。 

 阿波市では平成１７年度から２０年度にかけて石綿セメント管及び老朽管の布設がえ工

事を実施して漏水の防止と管路の耐震化に努めてきましたが、まだまだ老朽管が残存して

おり、経年的に今後老朽管が増加していくことが明確であります。また、老朽管が残存し

ていることなどの要因による漏水事故が平成２０年度で年間約６０件程度発生しているこ

とから、今後においては配水管、給水管を中心とした漏水調査及び老朽管更新事業等の実

施、流量計の更新等により施設の効率性を高め、有収率を向上したいと考えております。 

 次に、３点目の阿波市水道事業基本計画及び地域水道ビジョンについての内容というこ

とでございますが、厚生労働省では平成１６年度に水道ビジョンを作成しております。そ

の趣旨としましては、水道は国民生活や社会活動に欠くことのできないライフラインとし

て発展してきたが、水道管路、施設は老朽化が進み、水質や水量、水圧の低下により機能

維持が困難となるほか、劣化等により長時間の断水を伴う事故、故障が生じる危険度が高

く、支障を引き起こす原因となっております。 

 こういう状況の中ですべての水道関係者が共通の目標を持ち、互いに役割を分担しなが

ら連携して、今後の水道事業推進に取り組むために、水道の現状と将来見通しを分析、評

価し、水道に関する重点的な政策課題等具体的な施策の必要から水道ビジョンを策定して

おります。 

 本市においても給水収益が減少する中で施設の老朽化が進行しており、自然漏水事故の

発生や機械設備の故障などによる修繕費等が増加しております。また、想定される大規模
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地震による危機管理意識が高まっており、今後の更新事業や耐震化事業をかんがみる必要

があります。 

 このような状況に対応し、これまで以上に安全でおいしい水を安定的に供給していくた

め、現状分析を行った上で水道事業のあるべき将来像を設定し、安全、安心、持続、環

境、国際の５つの長期的な政策目標を掲げ、これを実現するための基本方針、施策を明ら

かにする阿波市水道ビジョンを策定するものであります。 

 本市では、このビジョン等阿波市水道事業に係る計画についての重要事項を調査、審議

することを目的といたしまして、１３名の委員で構成する阿波市水道事業審議会を設置

し、現在までに２回の審議会を開催しております。審議会は本年度内に合わせて５回の開

催を予定しており、審議に基づいて素案を作成し、パブリックコメントを実施した上で策

定する予定であります。 

 次に、４点目の各戸への水道のつなぎ込み時に発生する個人負担についてということで

ございます。 

 水道の新設加入に伴う費用負担につきましては、平成２０年度の実績について申し上げ

ますと、新設の申し込みが６１件ありました。そのうち配水施設から給水施設に分配を目

的とした配水管のない場所及び新規給水によって配水能力を超える配水管からの分岐の申

し込みがこのうち数件ありました。これら給水装置等の新設に係る工事費は原則として全

額個人負担で行っております。 

 現在の生活様式や水の使用目的の多様化に伴い、既存の配水管で配水能力に余裕のある

場所が少なくなっていたり、配水管から遠い場所や、個人負担で工事をした配水管から新

たに給水時の承諾が得られない場合に個人負担がふえています。したがって、工事費が高

くなる場合もまれにあります。 

 新規加入に伴う配水管の新設、改良による工事費の個人負担の軽減を含めた問題等を改

善しなければならないと思いますが、近隣市町の状況や財政面を考慮して慎重に検討して

いきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（三浦三一君） 正木文男君。 

○４番（正木文男君） 水道課長のほうからいろいろ詳しく説明をしていただきました。

この全体の運営の状況、資産維持という面を考えると、やはり厳しい状況にあるというよ

うなことがわかりました。ちょっと問題なのは、この有収率ですよね。阿波市の場合は６
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８．５％、県は８７％ぐらいということなんですが。ということは、やはり施設が老朽化

してるだとか、整備が不十分だとか、そういうものがあるというような気がいたします。

ということで、安定的な水源の確保とか統一的な管理、そしてまた漏水対策、地震対策、

そういうものを考えて、今ちょうどビジョンもつくってるわけですけども、この際抜本的

な改革をやるとどうだろうか。これ合併特例債が使えるんでしたかね。検討してもらった

らと思うんですが、そういうものも活用できるんであれば、今この時期に抜本的な水道施

設の改良ですか、そういうものを考えるべきではないかな。確かにこれは独立採算制と言

いながら、しかしながら市民の一番大事なライフラインの整備ということであれば多少の

市からの資金、支援というものもあって当然のことであるし、それは大きいか少ないかに

しろ、中ではあるはずなんで、そういうものも含めてやはり今年度この水道事業基本計

画、そして地域水道ビジョンというものを見直されているものを真剣にとらえまして、い

つまでもこの有収率、こんな低い率だとか、それからどっかに漏水があって、それの点検

に職員の方が駆り出されるとか、そういうことが少ないようにされたらと思うわけです

が、その辺の見直しというものに対してどう考えられるかということについて、これは市

長お願いできませんでしょうか。 

 それからもう一点、この個人のつなぎ込みの問題なんですね。基本的には、加入費は別

ですね、加入費は別なんだけども、施設について、すぐ屋敷の前に配水管があればそんな

に金はかからないんでええわけですけども、かなり離れてる場合には、その水源のところ

からここまで、新たに家を建てるところまで引っ張ってくるのは個人負担だということに

なるわけですね。そうすると、ちょっと私も一つの事例として、不公平感が出るんでない

だろうか。問題になりましたのは、ある方がここまでは自分で当然個人負担でやられたわ

けですね。一番近いからそこに接続お願いしますと言ったら、ここまでは私の負担でやっ

てきたんだからつながさんと言われたんですね。そうすると、じゃあこの方は別のところ

からつながないかん。そうすると、かなり距離が何倍にもなるわけですね。もう一つ、甚

だしいのは、じゃあその人がつくると来年、その人の宅地のすぐ横に来年つくられるとい

う話なんですね。そうすると、じゃあ来年つくられる方は、この方がつくられたらもうま

た負担要らんわけですよね。じゃ、この方だけが負担が要るというような、これは不公平

感があるんじゃないかなというような気がするわけですね。例えばこういう対応として四

電さんなんかは、新たなお客さんが出るということは新規事業になるわけなんで、１キロ

メートルまでは四電さんが負担しましょうと、１キロを超える部分については個人が負担
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してくださいよだとかというのがあります。それから、水道関係でいいますと、徳島市な

んかは例えばその管の容量、平均的に５戸いける、１０戸いけるとかというんであれば、

それをもうじゃあ５分の１にしましょうかとか、それに係る施設、整備費の、というよう

なやり方もあるようなんですけども、この辺のこの公平な負担というようなことで何らか

の今対策は考えられないのかということ。これはもう水道課長にお願いしましょうか。こ

の２点、お願いしたいと思いますけど。 

○議長（三浦三一君） 野崎市長。 

○市長（野崎國勝君） 正木議員からは水道事業、特別会計でやっておりますけれども、

先般の監査ですか、このあたりの決算検査では収益収支、これ単年度黒字というなこと出

てますけれども、これも内部留保資金を使いながらの黒字というようなことを説明申し上

げたばかりです。こうしたことから、これも問題になりましたもりみずっていうんです

か、有収率っていうんですか、このあたりが県平均から比べると非常に悪い。あるいは、

老朽管対策がなかなかできないというようなことで非常に経営的にも悩んでますけれど

も、先般水道の事業審議会、たしか１３名の委員、専門委員も入ってますけれども、立ち

上げたばかりで、ここで審議していただいております。抜本的な改革というようなことで

特例債等々が使えないかということにつきましては、私も本当に勉強不足で勉強できてま

せんので、これについて早急に特例債あたりの検討、あるいは市からの一般会計からの助

成というんですか、そのあたりも検討はしてみたいと思ってます。ただ、水道ビジョンの

中で、これから先、地震等も想定される中で、７カ所の水道水源地ございますけれども、

それぞれ旧町単位の水道の供給というんですか、水源地から旧町単位の水道の供給という

ことで、地震等のいざというときに、あるいは阿波から市場へ供給するとか、あるいは吉

野から土成へ供給するとか、そういうことも今回の水道事業の審議会では話題として出て

きてますので、そのあたりも抜本的な改革を踏まえて積極的な検討をしてみたいと思って

ますので、よろしくお願いします。 

○議長（三浦三一君） 森本水道課長。 

○水道課長（森本浩幸君） 正木議員の再問にお答えさせていただきます。 

 水道の新設加入時における工事費に係る公平にするための対策でございますが、議員お

っしゃられたとおり県内では徳島市が今工事費の分担金という形で取っております。ほか

の市町村につきましては、おおむね阿波市と同じような状況でございます。それで、仮に

工事費分担金を配水管等がないところに新しく新設する場合に工事費分担金として徴収す
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る場合ですが、この工事につきましては阿波市のほうで配水管の布設工事を行いますの

で、それに対する現地測量、設計、工事発注、そういうふうなのを水道課のほうで全部す

るようになると思います。それと、工事費分担金の基準額の決定方法によってですが、決

定方法ですが、これにつきましては都市化されているところと、それと農村地帯と比較し

ますと工事費の面で分担金いろいろ違ってくると思いますので、こういった面も慎重にい

ろいろ協議しまして考えていきたいと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（三浦三一君） 正木文男君。 

○４番（正木文男君） ちょうど本当に今計画されてる地域水道ビジョンでその審議会も

開かれてるということなんで、本当にいいタイミングだと思いますので、やはりやるから

には抜本的な取り組みというものに、それを念頭に置いていただいたらというふうに思い

ます。本当に間に合わせだとか、その場しのぎ的なことじゃなくて、今の時期ってのはも

うトータル的にやって考えていくということが大事かと思いますので、市長、その辺のと

ころまた指導力を発揮していただいたらと思います。 

 それから、個人の負担につきましては、やっぱりその公平感といいますか、基本的なラ

イフラインのことなんですから、やっぱりそれぐらいは踏み込んであげてもいいかなとい

うような気がいたします。隣のできてる人と、新たにちょっと一軒家になった人とで、そ

のつなぎ込みの個人負担、工事費の個人負担の差があるというのはおかしいように思いま

すので、この辺も含めてご検討をいただいたらというふうに思います。 

 それでは、続いて３点目の質問に入らせていただいたらと思います。 

 庁舎建設問題についてということです。もうこれは私の定番になっておるかと思うんで

すが、今回もたくさんの方が質問されておられます。 

 新市阿波市が誕生して５年目となっている今、阿波市における重要課題として庁舎建設

問題がある。庁舎建設問題というよりも、合併になった阿波市の行政運営をどのような施

設で、どのような役割分担で市民への行政サービスを提供していくかが基本の課題である

というふうに考えるわけですね。庁舎をどうするんだとかという、それも基本の課題です

けども、阿波市として行政サービス、その運営というものをどういう組織体制で、物理的

なものをどういうものでもってしていくのかということを考えて、その中で庁舎というも

のの位置づけがどうかというふうに考えていかなければいけないというふうに思うわけで

すね。合併後５年目となって現実の行政運営を行ってきて何が問題なのか。財政の状況は
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どうなのか等を勘案して検討すべきである。合併イコール庁舎建設ありきで考えるのは短

絡過ぎでないかなというふうに思います。 

 そこで、今回私の質問なんですが、合併に際しての基本事項をまとめたものがこのあわ

北新市まちづくり計画なわけなんですね。これを読んでいってみますと、庁舎建設につい

ては具体的な記述がないんですね。この一番最後のところの３４ページのところに公共的

施設の統合整備というような中で書かれておりますのが、公共的施設の統合整備について

は、市民生活に急激な変化を及ぼさないよう十分配慮し、地域の特性やバランス、さらに

は財政事情等を考慮しながら逐次統合整備を図っていきます。統合整備の検討に当たって

は、行財政運営の効率化はもとより既存の公共的施設の有効利用、相互利用等を総合的に

勘案し、市民サービスの低下を招かないように配慮します。新たな公共施設の整備につい

ても、財政状況を踏まえ、事業の効果や効率について十分に議論を行うとともに、既存の

公共的施設を可能な限り有効に活用するなど効率的な整備に努めますというようなことし

か書かれてないわけなんですね。 

 質問なんですけど、新庁舎建設についての決定をする過程において、この合併協議会の

流れの中っていいますか、その中で市民の意見をどのように酌み取ったのか。例えば公聴

会だとかですか、庁舎をつくるんだというような過程の中で市民の意見というものをどの

ように反映させたのかということをお伺いいたします。 

 それからもう一点は、もうあえてですが、なぜ新庁舎が必要なのか。決まったことだか

らという発想でなくて、どこにどんな問題があるから庁舎建設が必要である。改めて市民

にわかりやすく説明をしていただきたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 正木議員の庁舎建設問題についてのご質問でありますが、合

併協議会の中での意見はどうであったかというお話でありますが、この合併協議会の組織

といいますのは、各町から町長、助役、議長、議員、それから一般の方が、そういった集

合した協議会の中でいわゆる合併協定書を、それを集合した分で協定書が定められたもの

と思います。それを一つ一つ住民に意見を求めてそういった協定書をつくったかとか、そ

こらについては私もはっきりはわかりませんが、やはりそういった地域の方が出てきて協

定書ができたものと思っておりますので、その中で住民の意見も集約されたものと思って

おります。 

 この庁舎建設問題については、住民の意向、議員いつも言われておりますが、ちょうど
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合併をして旧町から持ち寄った公共施設というのはたくさんあるわけですね。それを今阿

波市として引き継いで、それを維持管理していっておるわけですが、特に教育施設につい

ては耐震補強したり改修もしながら整備をしていっているわけですが、その他の施設、ご

承知のように各旧町で持っておりました施設というのは特に古いわけですね。老朽化し

て、今でももう毎回補正を組むたびに修繕費の要望というのはどうしてもあるわけです

ね。それを緊急を要する分について修繕費を組みながら維持管理をしていっているわけで

す。それをこのまま阿波市として引き継いで、その施設を全部今後維持管理していくかと

いったらとても無理な話でありまして、それをいかに組織を集めてコンパクトにして行政

運営をしていくかと。今、指定管理とか民設とか、いろいろお願いをしていっているわけ

ですが、それもすべて市としてお金を払って指定管理もお願いしたり民営化をしていって

いるわけです。お金が要っているわけです。それを今ある施設を集約してコンパクトにし

てお金をいかに少なくしていくか、組織をスリム化にしながら行政運営をしていくかとい

うことになります。ということで、庁舎もそういったことで、いろいろと建設に向けて今

進んでいっている状況であります。いかに庁舎が必要かということを今懇話会でもいろい

ろ意見をいただいておるわけですが、やはり市民の皆さんにどうして庁舎は要るんなと、

そういった内容を、今までには情報が少しかようけかわかりませんが、大変不足しておる

と思います。そういったことで、これからケーブルとか広報阿波で庁舎の必要性、今の現

状を市民の皆さんに知っていただいて、庁舎建設に向けて、これはぜひとも取り組んでい

かなければならないと私は思います。そういったことで、この１０月号の広報にでは現在

の庁舎が抱えている問題点とか庁舎の必要性、そういったもんを広報でお知らせする予定

にしております。もうそれも原稿もできております。やはりたくさんの市民の皆さんに今

の現状を知っていただくと、そういうことでご理解をいただくと、そういう方法で進めて

いきたいと思いますので、よろしくお願いいたしたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 正木文男君。 

○４番（正木文男君） なかなか議論がかみ合わないわけなんですけども、今言いました

ように、その合併協議会のときに市民の意見を聞いたというのは調べましたところ余りな

いようですね。例えば協議会の中で学識経験者っていうような形で市民の方を入れてい

る。それ以外の方は議員、議長、それから町長、そういうメンバーで合併協議会の中で決

められた。一番白熱した議論があったのは位置の問題で、いろいろと議論したという記録

は残っておりますけども、その前段の、どういう形で庁舎の問題を決めたかという部分に
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ついては余り記録がないということでした。ですから、そのある限られた協議会の中で決

められたんじゃないかなというふうに思います。 

 それで、本当にこの庁舎というものの建設というのは阿波市の存続、阿波市の姿という

中で大事な問題なんですね。私があえて議論したいのは、行政サービスとして、阿波市と

してどういう組織体制でいくかという中で私は常に言ってます。本庁舎があって、もう基

本的には私この阿波の本庁舎、これを耐震対策補強、一部増改築する。そして支所は残

す。ここで皆さん、すりかえがあったらいけないんですよ。これでも支所を残すと言うけ

ども、あの今の吉野の支所、市場の支所、土成の支所、あのそのままの支所は残す必要な

いんですよ。行政サービスの──あえて言います──６割、７割は窓口業務です。市民窓

口、福祉窓口、地域振興窓口です。そこに３人ずつぐらいの、大体支所１０人おれば、そ

れで市民の行政サービスの６割、７割はカバーできるわけですね。そういうものはそれぞ

れの地域で、吉野は吉野、その裏のコミュニティーセンターだとか、市場はすぐ横の住民

センターだとかコミュニティーセンターだとかあります。既存の公民館だとか、そういう

ものを使えば１０人やそこそこの施設で十分対応可能である。逆にそのほうが市民にとっ

てはプラスじゃないでしょうか。維持管理費も今だったらかなりかかってます。そういう

ものも要らないじゃないでしょうか。５分の１、６分の１になるんじゃないでしょうか。

そのことのほうが、お年寄りが電動カーで行けるところに行政の窓口があるということの

ほうがよっぽどその行政の体系としていいんじゃないでしょうか。本庁には当然その基幹

的な機能、議会だとか財政だとか総務的なものであれば、そこには住民てのはなかなか行

く機会がなくてもいいわけですね。これから１００人ぐらいの職員も削減されるというよ

うな状況でいけば、その支所とこういうところの組み合わせで十分対応可能なんじゃない

かなというふうに思います。いろいろとこの中で行政のロスが起こるだとかというような

ことも言ってますけども、例えばこの前もらった資料の中では、市場の支所とこの阿波の

支所との行き来で１日に職員が２１回行ったり来たりするというような資料も出されてお

ります。平均１日に２１回も支所とこうして行き来するというようなことは逆に言ったら

いかがなものかなというふうに思わざるを得ません。それこそ不効率な行政の運営をされ

とんじゃないかなというふうな気もするわけですね。 

 それから、やっぱり今の時代で私は考えなければいけないのは、立派な庁舎、３０億

円、４０億円をかけて、それで一つのその中心はできるかもわからないけども、そのこと

に金をかけるよりも、今あるものをうまく、この阿波の本庁舎ってのは築３０年です。耐
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震対策と一部増改築すればあと２０年はいけると思うんですね。そういうなところで節約

をして、もっと本当に住民サービスにつながる方向に金を運用していくということがやは

り求められるんじゃないだろうかというふうに思います。県下の例を見ましても、県下の

中で合併になって庁舎の問題いろいろ出たり消えたりもしております。今のところ庁舎を

つくろうかというものを見てみましたら阿南市ぐらいですね、はっきりしてますのは。 

 いや、阿南市はもともと合併前から庁舎をつくろうという前提の中でしておるし、当然

古いわけですから阿南市は庁舎をつくるということで当然動いております。それから、吉

野川市役所も庁舎を増改築すると言っております。吉野川はあくまで今の本庁舎のところ

に増築ですよね。増築して、ある程度統合していくというようなことです。隣の美馬市に

しろ三好市にしろ、そういう声は、意外と賢明な選択をされたのか、うまく今のところそ

ういう話は聞こえてきておりません。この時期に、こういう財政厳しい状況の中に、あれ

本当に市民の役に立つところに金を使っていくべきじゃないか。先ほども出ましたよう

に、市営住宅もあり水道もあり道路もあり、そういうものに整備をしていくということが

やはり本当の意味での市民にプラスになるんじゃないかなというふうに思います。 

 もう一点は、土光敏夫さんという臨調でらつ腕を発揮された方がおられます。一汁一菜

で、やはり先頭に立つ人、時のそのリーダーという者が先頭を切って質素倹約にしていく

ということが求められるわけですね。であれば、この時代にやっぱり行政が率先して質素

倹約にしていく。組織というものは、いけるものは有効に活用していくということが大事

じゃないかなというふうに思うわけですね。今、確かに庁舎建設ということで走っており

ます。しかしながら、そういう中で、そろそろ皆さん方、後ろから外野がうるさいんでち

ょっと質問のほうに整理したいと思います。今この庁舎を建設するについて、やはり市民

の意見を聞くということで、やっぱりその手続というものは踏むべきじゃないかなと思う

んですね。合併協議会のときにもそういう話も十分でなかったというようなことで考えま

したら、今開かれておる庁舎建設市民懇話会で住民意向をとるかどうかってなものを検討

してもらいたいと思うんですが、このことについてどう思われますでしょうか。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 市民の意見は取り入れるということで、懇話会の中にそうい

ったなにを取り入れてはどうかというご質問と思いますが、そういった意見については懇

話会の中でそういうご意見がありましたということはお伝えをして、いろいろ懇話会の中

で判断をしていただきたいと、そのように思います。 
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○議長（三浦三一君） 正木文男君。 

○４番（正木文男君） ていうことは、懇話会の中で、市民の意見をとったらどうかとい

う意見が議会から出たということを言うていただけるということですね。え、いや、今の

部長のほうでいくとそういうふうに思いましたので、ぜひともそういうことでお願いをし

たいと思います。懇話会の中でやっぱり意見を聞くというようなことを議論として取り上

げていただいたらというふうに思います。 

○議長（三浦三一君） ちょっと質問者に伝えます。 

 八坂総務部長のほうからもう一遍再度お答え申し上げます。 

 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 議会の中で、そういう議員の中から意見がありましたという

ことは懇話会に、会長にお伝えをしたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 正木文男君。 

○４番（正木文男君） 会長にというか、やはりその会の場でという。 

 皆さん方がおられる場の中で、議会の中で市民の意見を聞いたらどうかという意見があ

ったよということを、会長に個人的にこそこそと言うんじゃなくて、その会の中でいただ

けるということですね。そういうふうに理解してよろしいですね。 

 そういうことで、懇話会の皆さんにもその意見を聞いていただいたらと思います。ちょ

っと何か途中からこうなって整理つかなくなったんですが。 

 私は、やっぱり今の行政というものをやっていく中で、本当に有効に資金、財源を使っ

ていかなければいけないと思います。庁舎っていうのがあって、そのことが本当に住民の

皆さん方にプラスになるかどうか。庁舎へ来て快適なものが、住民にとってそれだけ恩恵

を受けるかどうかというと、そうじゃないと思うんですね。やっぱり道路にしろ、先ほど

の水道にしろ、市営住宅にしろ、いろんなやらなければいけないことがあるわけなんで、

そういう方向にしっかりと使っていく。やっぱりこれからの行政ってのは小さな行政組

織、そして住民参加型の行政というふうなものを目指していくとしたら、行政のリーダー

は、地域のリーダーは率先して質素倹約に努めるべきじゃないかな。もったいないという

思想で事をしっかりと考えていただいたらなというふうに思います。 

 それではもう一点、予定をしておりましたので、お願いをしたいと思います。 

 もう一点目は、土地改良事業の計画変更についてということで、議案第７５号で土地改

良事業の計画変更ていうものが提出されておりますけども、事業費の大幅な減も発生して
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おります。これの事業の概要と計画変更の内容、それから理由、それから事業費の負担は

どうなっているのか。国、県、市、地元の負担はどうなっているのかということについて

お願いいたします。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 正木議員のご質問でございます。議案第７５号で提案さ

せていただいております内容についてでございます。土地改良事業の計画の変更について

です。 

 この事業につきましては、阿波町の東北地区における土地改良事業でございます。平成

１６年度より農道５線、延長で９３０メーター、排水路で１線、延長１８０メーター、事

業費で１億３，５００万円の計画で事業を行ってまいりました。 

 計画していた農道について途中で１線廃線したことにより最終的には農道４線、延長で

７６７メーター、排水路１線、延長１７０メーター、事業費が９，４４０万円と変更にな

りました。 

 農道１線について廃線した理由といたしましては、当該この農道に係る用地、買収予定

地につきまして一部で官民の境界がどうしてもまとまらなかったというふうなことで再三

にわたって地元関係者と協議を重ねてまいりましたが、どうしても最終的に官民の境界が

確定できなかったというふうな理由から測量設計業務をやむなく中止をいたしまして、平

成１９年１１月に関係者に農道の工事１線を中止するというふうな旨の文書を送ったとい

うふうなことでございます。 

 それと、この事業の財源の内訳でございますけれども、国が５０％、県が５％、市が４

５％の負担割合で事業を実施いたしました。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 正木文男君。 

○４番（正木文男君） こういう事業、地域にとって密着した事業ということで本当にあ

りがたい事業なんですね。用地の関係でできなかったということはもうやむを得ないと思

います。これは負担が国５０、県５、市が４５ということで、地元負担はゼロという形で

できたということで、本当に地元の皆さん方は喜んでいるというふうに思います。 

 この質問をあえて入れさせてもらいましたのは、農林関係の補助事業、これからどうな

るかわかりませんけど、やっぱり地域に密着したいい事業が多いんですね。だけど、私ら

担当してたから言うんじゃないんですけども、本当に地域密着型の事業が多いです。例え
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ばこの阿波町でいきましたら中央道路だとか広域農道、それから大久保谷川沿いの一般農

道というようなものも全部農林の補助でやっております。指定のないところでいろんなも

のができていくというものなんで、やっぱり皆さん方もそういう制度が変わっていく中で

しっかりと勉強しながら情報入れながら、こういうしっかりした補助事業に取り組んでい

ってもらいたいなというふうに思います。 

 もう一点、ちょっと質問という形でお願いしたいと思うんですが、農地法が変わりまし

て、農地が所有から利用という色合いが強くなってきました。今までは農地というのは個

人の財産という色合いが強かったわけですね。そういう中で、例えば圃場整備とかした、

それからいろんなかんがい配水施設パイプライン化したというときに受益者負担という形

で、持っておる所有者に受益者負担がかかるわけですね。県営であれば２５％とか、それ

がかかっていきます。しかしながら、これからは所有者がそのまま営農するという状況じ

ゃなくなってくる。そういう状況の中になってくると、よりその公共性、農地といえども

公共性というのが出てくるわけですから、その地元負担部分というのを市、国も含めてで

すけど、もっとその支援をしてもらうような方向で市としても取り組んでもらいたいし、

そういう働きかけを国にもしていったらどうだろうか。それが農業を幅広く引き継いでい

くということになるんじゃないかなというふうに思うわけですね。所有者がそのまま営農

するという時代じゃなくなってきてます。第三者の人がする、なってくると、その基盤整

備したものに対しての補助を行政側がしっかりと負担するということを市としても考えて

もらいたい、国にも提案してもらいたいということに対して市長のお考えをお伺いいたし

ます。 

○議長（三浦三一君） 野崎市長。 

○市長（野崎國勝君） 正木議員の質問ですけれども、農地法の改正によって、農地とい

うのが所有から利用へというのは大きな動きがございます。これは当然のことだと思いま

すけども、その場合、所有者も自己負担ですね、事業した場合に。所有者も出さない。利

用者は、さあどうなのか。そんな場合には自治体が出してくれと、そういう意味なんじゃ

ないかと思いますけれども、今現在は負担割合が、農地の所有者ということで国、県、事

業実施体、あるいは自己負担という分担がしっかり決まってます。農地法も今本当に改正

したばっかりで、そのあたり市としても検討がなされてない。しっかり検討しながら今後

やっていきたいなと思ってますんで、よろしくお願いします。 

○議長（三浦三一君） 正木文男君。 
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○４番（正木文男君） はい。済いません、もうえらい時間とってしまいまして。いろい

ろと課題があろうかと思いますけども、もうちょっといろいろ言い過ぎましたんで、もう

皆さんに不愉快な思いさせたかもわかりませんけど、私の阿波市を思う思いが強かったと

いうことでご理解いただきまして質問を終わらせていただいたらと思います。どうも長時

間ありがとうございました。 

○議長（三浦三一君） これで４番正木文男君の一般質問を終了いたしました。 

 暫時休憩いたします。 

            午後０時５０分 休憩 

            午後２時００分 再開 

○議長（三浦三一君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 会議を開く前に事務連絡をいたします。 

 稲岡正一君、児玉敬二君から早退、稲井隆伸君から遅刻の申し出がありましたので報告

いたします。 

 次に、１番藤川豊治君の一般質問を許可いたします。 

 １番藤川豊治君。 

 

○１番（藤川豊治君） 藤川でございます。今回、新米議員で初めて質問いたします。よ

ろしくお願いします。 

 ただいま議長から許可をいただきましたので、３項目について質問をさせていただきま

す。 

 １項目めは、農業政策について。 

 市長は公約の中で農業立市を目指すと述べています。６月議会で、農業立市として総合

計画の基本構想で基本目標に基づき、農業の活性化と所得の向上、経営の安定に向け体質

強化を図りたい。また、関係団体の話し合いの場を今年度中に持ちたい。生産、加工、販

売などの総合的課題に対応できる専門職による営農指導員の配置を考えたいと答えている

が、抽象的でわかりにくいのです。その後の取り組みと、農業立市とは何を目指すのか、

お聞きしたい。 

 ２番目に、営農指導員を置くというが、いつからスタートし、早くスタートしてもらい

たい。そして、何名ぐらい予定しているのか。 

 ３番目、合併してから人口は、合併は４年前ですけど、現在は１，６３２名減少してい
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る。４万３，１１６人から現在４万１，４８４人と減少し、４万を切るのはすぐそこで

す。若者の働く場所がなく、都会へ就職しています。現在、農業だけでは食えない。農業

後継者がいなくなっているのが現状です。そして、急速に高齢化が進んでいるのです。私

は、農業所得を上げるため付加価値の高い農産物のブランド化を進め、上勝町の彩のよう

に全国に誇れる農産物づくりを目指すべきではないかと考えています。また、農業の法人

化、放棄地が多く出てきていますし、それらを借りて２町、３町ぐらい最低のを組織化

し、それを法人化し、会社化し、そこに意欲のある若者が育つように行政が援助の手を差

し出すべきと考えます。若者が住んで、農業ができ、人口もふやし、雇用もできる環境づ

くりを行うべきでないかと考えますので、市長の考えを求めます。 

 以上、答弁お願いします。 

○議長（三浦三一君） 野崎市長。 

○市長（野崎國勝君） 藤川議員からは農業政策ということで、市長は公約について農業

立市を目指すと述べているが、具体的に何をするのかというご質問でございます。 

 阿波市の農業を見てみますと、全国的にも非常に気候条件に恵まれ、肥沃な南面傾斜の

土地を擁してます。そうした中で、京阪神に近いという地の利を生かして、従来から生鮮

品の食料品の供給基地ということで発展してきております。徳島県全体で見た場合、農業

の総生産額約１，０００億円、その中で阿波市が占めるのが約十五、六％の１５０億円か

ら１６０億円ぐらいじゃなかろうかと思います。中でも阿波市の主要作物、なすび１２億

円、あるいはレタスが１１億円、トマトが約１億円、これいずれも県下一の生産量を誇っ

てます。そのほかにもイチゴであるとかブロッコリー、あるいは大根等々、これも徳島県

で２位の地位を占めてる。このあたりが阿波市の徳島県で占める農業の現状じゃないかな

と思います。 

 一方、農業生産する農家の人口、あるいは農家数等々の推移見てみますと、平成１７年

の農林業センサスによりますと、平成１７年ですけれども、農家人口が約１万３，０００

戸、１０年前の平成７年と比べた場合、実に４０％農家人口が減ってます。その中で総農

家数っていうんですか、農家戸数、もうこれにつきましても平成７年と比べますと、若干

農家人口に比べて減少率は少ないんですが、やはり１２％ぐらいの減少ということです。 

 じゃあ、農家戸数の中で何がどうなってんのか。もうちょっとよそと比べて比較しまし

たら、自給的農家、要は販売農家じゃないわね、自給的農家、これが１０年前と比べて２

３％ふえてます。逆に販売農家は２２％減ってます。経営耕地面積等々から分析した場
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合、やはり１０年前と比べますと耕地面積は２０％の減少。特に畑、樹園地はそれぞれ３

５から４０％以上減少してる。これが阿波市の大きな農業を取り巻く状況じゃなかろうか

と思ってます。 

 そうした中で阿波市の農業政策どないしたらいいのかなって考えた場合に、農家人口が

総人口に占める割合、約４万２，０００のうちの１万３，０００戸が農家、農業だけで食

べていける専業農家ですか、これが８００戸です。第１種の兼業農家も含めても１，３０

０戸。１，３００戸の大体販売農家の方が１５０億円から１６０億円ぐらいの生産額を上

げてるのが実情じゃないかな。そのあたりを分析して、じゃあ阿波市はどう見てもやはり

基幹産業は農業であるという位置づけには変わりはないと思ってます。 

 そうした中での農業の振興策なんですが、今回政権かわりまして、戸別的に農業、戸別

的に作物別に農業の所得方式を取り入れていこうという政策が大々的に出てますが、今現

在わかっておるのが、米、小麦、大豆、菜種、それに飼料作物が入ると思いますけれど

も、その５品目ぐらいが今回の所得補償の対象というの、現在そこまでぐらいはマニフェ

ストでわかってます。これを実施する場合、専業農家にするのか、１種兼業農家までする

のか、第２種兼業農家までするのか、このあたりはまだ不明でございますので、これから

先情報収集等々努めまして、阿波市の農家の方が本当に所得補償方式が受けれるのかどう

かっていうのは検討、勉強はしていきたいなと思ってます。 

 あと、一番農家の経営、これだけ減少していく農家の減少を食いとめる、そのあたりが

阿波市の農業政策の基本になろうかと思いますから、私が考えてるのは、農産物の当然価

格を上げる、販売価格を上げる。これは当然だと思います。この努力はしなくてはいけな

い。ただ、一方、生産費を下げることって言わないんですね、今、生産コストを下げて販

売価格を上げるということは、この差額が農家の収益になる。もうからなければ農家する

人はいませんから。ところが、今まで、この所得方式もそうですけど、生産費を下げる要

求を農家には余りしない。ここが一番のポイントじゃないかな。 

 藤川議員からの質問の中にブランドづくりっていう言葉出てます。これは当然の話です

が、これは販売価格を上げるために銘柄化をしようっていうことなんですね。これは当然

やらなければなりません。実際の販売、ブランドづくりっていうのは、私も県庁時代に販

売戦略ですね、ＣＩ戦略って言ってますけど、これをやってきました。どうやってするの

かな。卸売市場に対して阿波市の例えばナス、一番いい例がレタスなんでしょうかね。レ

タスを出荷する場合に、板野郡農協ですね、吉野レタスって非常に有名ですね、これ。吉
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野レタスと同じ品物を同じ量を市場に出さないと阿波市のレタスは高くならないですよ

ね、これ。１箱で何千円も違いますね、これ。ところが、出荷するときに、ちょっとくど

くなりますけれども、出荷するときに吉野レタスの品質、あるいはほかの３農協あります

けども、３農協の品質がみんな違う。恐らく検査の規格も違う。形、色合い、味、色、香

りって言いますけど、みんな違う。量も違う。これじゃやっぱりどうしてもブランドには

ならないですね。だから、まず農業政策の中で一番僕が力入れたいのは、４つの農協でま

ず話し合いして、統一した基準で、市場に定期、定量、差異性のとれたものを出荷する。

まずこれを手始めにどうしてもしたい。と同時に、検査する人ですね、出荷時に検査する

人については、農協の職員じゃ恐らく検査が統一できない。検査員は農家にかかわりのな

い方、農協にかかわりのない第三者を農協あるいは生産農家と話し合いして検査をしても

らう。でないと同じものが出荷できない。こうすると必ず農家のほうは相当食い違いがご

ざいますので批判、不満が出る。これは私のほうも何か支援して、市場調査ですか、生産

者みずからの方が市場に行って生の市場の値段のつけ方あたりも皆さんと一緒に研修しな

ければいけないのかな。見るのが一番かな。これあたりも農協の方あるいは生産農家の方

とお話もしたい。これが販売価格を上げる一つの例ですね。ブランド戦略と思ってます。 

 そのほかにもいろいろあるんですが、阿波市は非常に県下でも恵まれておりまして、畜

産農家と野菜等との耕種農家がうまくバランスとれてます。畜産農家の良質な堆肥を本当

に定期的に自動的に耕種農家、レタス農家のほうへ供給できるような、土づくりのために

供給できるようなシステムをもっとしっかり、やっぱり仕組みを組み立てる。当然、地域

では畜産の公害は起こらんし、土壌はしっかりした土壌ができる。しかも、有機質を使っ

た野菜ですので安心・安全、農薬減少等々に結びついていくんじゃないかなということも

考えてます。 

 あと、先走った情報も流れてますし、私も言ってますが、営農相談員あるいは営農指導

員、これも１農協に２名しかおりませんので、県の技術員の方にお願いして、同じ飼料

で、同じレタス部会ならレタス部会に集団的にご指導願う。一軒一軒回ってもらうんじゃ

困りますので、効率悪いですから。集団的にご指導願う。そんなシステムを、もちろん４

農協合同になるのか、農協単位になるのかわかりませんが、合同でやっていただいて、品

種、品質の統一を決めたい。これ例えばの例で話してますので、そんなようなシステムを

仕上げていきたい。一番大事な面なんですが、今回の議会で問題になってます総合計画、

読んでも本当に、僕が読んでも、言葉きれいですけど農家の人わかりません。もう少し、
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数字で出すとか、価格で出すとか、生産出荷量で出すとか、もうちょっときめ細かい、農

家がわかりやすい指導的な書類っていうんですか指導書、そのあたりも仕上げたいなと思

ってます。これにはどうしても、先ほどの答弁でも申しましたけれども、阿波市に専門職

がなかなかおりません。このあたりも農協等とも相談しながら、４農協が合同でそういう

方を雇うなら市から補助金も出してもいいし、市が直営で雇ってもいい。要は一種の企画

書っていうんですか、ちょっと中・長期を見据えた指導書を作成もしていきたいな、かよ

うに思ってます。 

 いろいろいろいろ問題が多岐にわたってますので、答弁としては非常に難しいんです

が、例えばの例を挙げたらそんなところで指導を固めていきたい、かように思ってます。

とりあえず、今議員の方にもお世話になり、あるいは団体の方にもお世話になりながら農

業関係の４団体、あるいはそれぞれの農協の各作物部会、あるいは後継者担い手の部会

等々と本当にじっくり話を聞きながら、どういうふうな方法でこれから先動かしていった

らいいかなというのはお聞きしながら農業政策の基本を組み立てていきたいと思ってま

す。 

 以上、非常に具体性に乏しい答弁内容となりましたけれども、私の思いだけを一端を述

べさせていただきまして答弁にさせていただきたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（三浦三一君） 藤川豊治君。 

○１番（藤川豊治君） 市長の農業に対する意欲というか大体の構想はわかりましたけ

ど、もう少し質問したいと思います。 

 やっぱり何というても現在の農業の阿波市は、私の周りもなんですけど６０代、７０代

が中心で、後継者、若者は大変少ないです。この後継者にどう若者が農業でやりたい、意

欲がある若者が誕生するようにほの施策をお尋ねしたい。現在、阿波市で、広く農業をし

ている人は最近中国人を何人も研修ということで雇っていますが、個人で農業をするには

限界がある。やっぱり、農地法も変わりましたし、法人化を目指すべきではないかと思い

ます。この阿波市で、大学出て学校出て都会へ就職せず、阿波市に就職できるような会

社、法人づくりを目指すべきではないか。特に、放棄地もあるし、そういうのを借って

ね。私は、このごろメーカーが農業に参入していますけど、そのように、もうやっぱり６

０代、７０代やし、若者が就職できる農業の会社を僕はすべきでないか。それに援助、助

成を出すべきじゃないか。例えば政府は６０歳以上の定年の場合、企業に再雇用制度で助

成金を出してる、１人当たり６万円から８万円出しているように。中国人は非常に日本の
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人の人件費に比べて半分以下になります。その６、７万円出すとか、そういうようにすれ

ば若者も都会へ就職しなくてもええんじゃないかと。若者、後継者、若者が農業に意欲

的、何といっても若者がこれからは阿波市を担っていくものであるし、若者が農業に参入

できるように、その対策について、部長、答弁お願いします。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 藤川議員の再問にお答えをいたしたいと思います。 

 まず初めに、阿波市の中の農業後継者グループとか、そういう内容についてご紹介を先

にさせていただきたいと思います。 

 本市につきましては、若者が農業できる環境づくりというふうなことでございますけれ

ども、現在５つの農業後継者グループが活動をいたしております。旧の土成町また市場町

には３グループ、また阿波町には１グループで、５団体４２人の会員がおいででございま

す。市も農業後継者クラブには補助を出しながら支援をいたしております。農業後継者ク

ラブによりまして農業者の担い手づくり等にもご努力をいただいておるところでございま

す。 

 それで、農業の新規就農者に対しまして一つの補助制度的なものがございますので、紹

介をさせていただきたいと思います。 

 新たに農業経営を開始し農業等を行う場合、農業機械の購入とか施設の導入につきまし

て補助制度がございます。事業費の一応２分の１補助金というふうなことで、上限が４０

０万円でございます。ねらいといたしましては、新規就農農業者の経営の安定を図り、地

域の将来の担い手の育成をするというふうなことでございます。具体的には、トラクター

を購入するとか、農業用の倉庫を建てる、またコンバインを購入するとかというふうな場

合に補助が出ます。平成２１年度で阿波市におきましては９名の方が申請をされておると

ころでございます。 

 市といたしましても、農業後継者の育成につきましては非常に重要かと考えておりま

す。阿波市といたしましても、現在組織としてございます阿波市担い手育成総合支援協議

会を中心に農業経営の安定と魅力ある農業経営ができるよう指導、支援に取り組んでまい

りたいというふうにも考えております。今後、後継者とか関係機関、団体などの意見をお

聞きしながら、しっかりと国、県の今補助事業がございますので、その補助事業も有効に

活用しながら後継者の育成に取り組んでまいりたいというふうに思っております。 

 以上です。 
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○議長（三浦三一君） 藤川豊治君。 

○１番（藤川豊治君） 何といってもこれからの阿波市を担うのは若者ですので、やっぱ

り積極的に意欲ある若者が出てくるように施策をお願いしたいと思います。 

 次に、質問項目２項目めに移ります。 

 災害対策について。行政は災害のとき市民の生命と財産を守る義務があると考えます

が、災害時の基本方針について市長の考えをお聞きしたい。 

 ２番目、今回９号台風に伴う集中豪雨で１００ミリ近くの豪雨が発生し、警報、避難勧

告までが出ました。これは４年前の２３号台風を上回る豪雨です。その結果、多くの地区

で田のあぜが決壊しました。その被害状況、件数と、その救済対策はどうなっているかお

聞きしたいと思います。 

 ３番目に、きのう無堤防地区で阿部議員の質問に市側もお答えしましたけれど、再度お

聞きしたいと思います。次に３問目に、南谷島、勝命地区の無堤防地区について。日開谷

川の河口から西へ１，８００メートルが無堤防と言われています。これは６月初めに私が

上板の国交省出張所へ行き、いろいろ聞いてまいりました。１，８００メートルというこ

とです。本年、先月８月２８日、国土交通省四国地方整備局は今後３０年間に実施する吉

野川水系の整備内容を盛り込んだ河川整備計画を策定しました。治水面では戦後最大規模

の洪水発生に備えるため、吉野川、旧吉野川、今切川の計３１キロで堤防整備を行うと発

表しました。南谷島、勝命地区は長年無堤防のため台風、洪水の被害を受けて大変苦しみ

ました。市長は国へ陳情しましたと９月２日の本会議で報告していましたが、この２８日

発表の国土交通省の発表計画を言っているのか、この間の答弁は２８日の発表計画を言っ

ているのか、市長にお聞きしたい。 

 ４番目、北五味知地区の大久保谷川の東側も無堤防で護岸ができてなくて、台風、大雨

のとき自宅への進入道路がなくて、いつも河川に入って一たん家に入る進入道路があるん

ですけど、それが大雨のときに水にいつもつかっております。その護岸計画についてお聞

きしたい。 

 以上、災害について答弁お願いします。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 藤川議員の災害時の基本方針についてということで、私のほ

うから答弁をさせていただきたいと思います。 

 災害対策の目的は、その基本理念である、住民の生命及び財産の保護及び社会生活の維



- 156 - 

持を達成することにあります。このことから、市としては災害に強い人づくりということ

で、災害から身体、生命、財産を守るために、災害対策の中心となる市の職員はもとより

住民一人一人が災害に対応する能力を高めていくため、まず１つ目として、災害時に自分

自身を守り、家族や隣人の安全に配慮すること。２つ目として、防災リーダーを育成し、

災害時に率先して防災活動に協力、従事すること。３つ目には、職員は防災担当従事者と

して自覚を持ち、状況に応じて適切な防災活動を行うこと。これを基本に各種防災訓練や

防災知識の啓発により職員及び防災行動力の向上を図るとともに、災害時における住民の

防災活動が円滑に行われるよう自主防災組織の育成に取り組み、災害時はもとより平時か

らの防災に取り組んでいます。 

 市の災害時における職員の非常配備についてでありますが、５段階の配備を行うことと

しています。第１に予備配置、２つ目に待機体制、それから３つ目には第１次非常体制、

４つ目には第２次非常体制、５つ目には第３次非常体制と、そういった５段階の配備を行

うこととしております。 

 現在の台風時の非常体制の仕方につきましては、現場や地理に強い旧町職員を現地対策

本部ということで職員の出身町の各支所及び阿波市役所へ配置し、防災対策課、建設課等

の災害対策本部要員は阿波市役所を拠点として配備をしているところであります。 

 予備待機については、台風等で阿波市の地域に注意報が発令され、近隣への警報の発令

状況によって阿波市に警報の発令が時間的に近いと予想されるときに配備をされることと

しており、警報が発令された場合に待機体制をとるのが通例ですが、市としては予備待機

職員がより早く市役所に参集し、不測の事態にいち早く備えることとしております。各支

所での体制については、現地対策本部長を各支所長等として、水防対策の班編制を行い、

４町での状況に即した対策が直ちに行えるよう体制を整えているところであります。 

 以上であります。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） それでは、藤川議員のご質問にお答えをいたしたいと思

います。 

 今回の台風９号に伴う集中豪雨の影響による農地の畦畔の土砂崩れについてというふう

なことでございます。件数等についてお答えをさせていただきたいと思います。 

 今年８月９日から１０日にかけて襲来した台風９号により農地また畦畔等に多くの被害

が出ました。農地の畦畔等の災害につきましては、市民の方から１００カ所を超す被災の
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連絡を受けました。それで、担当者で現地確認を行い、災害の適用とならない箇所を除き

まして、６６カ所を第１回の被災報告として採用させていただきました。その中から災害

の申請につきましては、この６６カ所の箇所の中から用地関係者とお話をしまして、用地

関係者の一部辞退がございました。それで、辞退をした後の件数につきましては４１カ所

を最終的に災害として認め、申請をしていったというふうなことでございます。 

 ４１カ所の内容ですけれども、被災の総額は４，１００万円というふうなことでござい

ます。町別にちょっと内訳を申し上げますと、阿波町で１７件１，８００万円、市場町で

１６件１，６００万円、土成町で８件７００万円というふうなことでございます。 

 この災害についてですが、一部被災はしておりましても災害に適用ならないというふう

な事案もございます。それについて説明をさせていただきたいと思います。１カ所の工事

費が４０万円以下の場合は災害に適用なりません。また、畦畔に被災が見られず、貯水機

能が損なわれていない場合についても災害に認められません。それと、農地としての利用

が確認できない場合というふうなこともございます。 

 それで、この災害の復旧につきましては、最終災害申請をいただいた４１件については

国の補助事業で災害復旧工事として工事をいたします。工事の負担金につきましては、現

時点につきましては国が５０％、個人負担が５０％というふうなことでございます。一応

この負担金につきましては今後増嵩申請というふうなこともございますので、国の負担が

多少上がっていくかなあというふうに思っております。 

 それと、災害に認められなかった小さな災害、これにつきましては個人の責任で復旧を

していただくというふうなことになろうかと思います。 

 続きまして、谷島地区の無堤防地域の対策についてというふうなことでございますの

で、お答えをさせていただきたいと思います。 

 吉野川につきましては昭和４０年から平成２年にかけて第１期の改修工事が行われまし

た。それにより、岩津から河口までの約４０キロの区間は連続堤防として完成がされまし

た。その整備率は９８％となっています。しかし、この中でも阿波市においては伊沢市か

ら勝命の区間２キロについては岩津下流区間において唯一無堤防区域として残されており

ます。戦後最大の流量を観測した平成１６年の２３号台風では無堤地区においては床上、

床下浸水等があり、農地におきましても約４５ヘクタールが浸水被害に遭いました。市と

いたしましても、この無堤防地区につきましては国に対しまして早く築堤をしてほしいと

いうふうな要望活動を続けてまいりました。 
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 最近の要望活動としては、今年の１月１６日に国土交通省四国地方整備局長に対しまし

て要望し、また１月２８日には国土交通大臣及び国の関係各所、県選出国会議員の皆様方

につきまして、市長また議会議長及び市議会議員の皆様の協力をいただいて要望書を提出

したところです。 

 それと、本年８月には国土交通省の四国地方整備局によりまして吉野川水系河川整備計

画が策定をされました。整備計画によりますと、堤防の整備というふうなことで、吉野川

の国管理区間の無堤地区においては洪水によるはんらん被害を防止するための堤防の整備

を実施するというふうなことで明記がされております。この中に吉野川左岸側の勝命地区

も計画に含まれております。それで、勝命地区の築堤につきましては１０年以内に事業着

手を行う区間というふうにもなっております。具体的な事業実施につきましては、今堤防

整備に向けた事前調査としての測量を実施することになっております。調査測量につきま

しては今年９月上旬からかかって、来年の３月にかけて実施する計画となっております。 

 今後の予定といたしましては、調査測量の結果に基づき、市といたしましては早期に工

事に着手をしていただくよう引き続き国に対して要望書を提出してまいりたいというふう

にも考えております。 

 それと、４点目ですか、北五味知地区大久保谷川の護岸対策についてというふうなこと

でご質問をいただいております。 

 大久保谷川につきましては、ご存じのように市役所のすぐ東側を流れている県管理の河

川でございます。平成３年以前には大久保谷川には家庭のごみの不法投棄等が多く、付近

の住民の方から役場に対して河川の清掃等の要望がございました。当時、町は河川管理者

でございます川島土木事務所と協議し、大規模農道より下流につきましては除草工を計画

をいたしました。県はこの工事を平成３年に発注し、一緒に工事とともに河川内の家庭ご

みや農業用資材ごみも処分ができたところです。その後、県道船戸切幡上板線より下流部

については、河川海岸維持修繕事業等で潜在自然植生を用いた河川整備を実施したところ

でございます。一方、県道船戸切幡上板線より上流部につきましては、平成３年以降工事

の計画がなく、手つかずの状態であります。議員言われましたように、一部の護岸が整備

されていない箇所がございます。それで、この大久保谷川につきましては県管理河川でご

ざいますので、改修計画について県の東部県土整備局吉野川庁舎に問い合わせてみたとこ

ろ、現時点におきましては護岸の整備計画はないというふうな回答でございました。一部

護岸整備できていない部分についての改修については、今後市といたしましても県に対し
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まして要望してまいりたいというふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 藤川豊治君。 

○１番（藤川豊治君） ９号台風で土砂崩れ、あぜ崩れが６６カ所、４１カ所を国へ申請

する、残り２５件が認められない。申請取り下げた人も入ってますか。別ですか。ほん

で、６５カ所が用地関係で、４１カ所が申請、国へ。認められない箇所は何カ所でしょう

か。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 少し説明が不十分でございました。６６カ所のうち現在

採択しておりますのが４１カ所というふうなことでございます。その認められなかった部

分につきましては、先ほど説明を申し上げましたように、工事費が４０万円以下の場合と

か、畦畔の貯水機能が損なわれない場合とか、農地としての利用が確認できない場合とい

うのが欠格的な条項で認められないと。それと、今回の場合５０％個人負担が要りますの

で、本人の取り下げというふうなこともあって６６カ所から４１カ所に減ったというふう

なことでございます。 

○議長（三浦三一君） 藤川さんに伝えます。 

 最後の質問になりますので、質問漏れのないようにお願いいたします。 

 藤川豊治君。 

○１番（藤川豊治君） 認められなかった中には、こういうあぜが崩れて用水が空中に浮

いとるところがあります。これ認められない。２５万円、市の査定では２０万円も４０万

円にならない。ほれから、理由は、あぜじゃなくて山林である。山林は昔のことですけ

ど、昔竹林があって現在はあぜ、竹は切ってあぜとして。ほなけん、周りの関係者は、ど

うしてこれが救済、災害を適用してくれないと、みんな不思議がっています。これは山王

地区、別埜池の下です。それと、これはかなり費用が１５０万円とか１８０万円、半分で

すので、もう本人が辞退。これもう山際で、ほんでこないにお金を５０％も半分も耐えら

れませんのということで、高価な高額な負担ですので本人が辞退した家です。もうここ来

年からこの家は、かなり年いって、もう畑にして田んぼしない、もう放棄するという、こ

ういう。こういう家もやっぱり法律で、白地で、これはなにではないんですけど、本人が

そう言ったけんど、こういうところにも市が安全・安心のまちづくりという、やっぱりわ

ずかでも材料分でも提供するとか、原材料分でも。こういう手を差し出すべきではないか



- 160 - 

と思いますので、強く要望します。 

 もう一つ、この県の河川ですけど、これ河原に道路をつくって、ほんでこれを回って自

分の家に入っていってます。これ、この間の大雨のときはこの道路は浸水しています、水

で。ここ河原、河川というか護岸が確定してないので。ほんで、県のまだ護岸計画はない

と今部長は答弁していますけど、やっぱり安全・安心、そういう意味で財産を守る、行政

はきちんと、きちんというんでなしに、やっぱり心温まる対策をしてほしいと要望して次

の質問に行きたいと思います。 

 ３項目め、中山間地域等直接支払制度についてお尋ねしたいと思います。 

 ２００９年度にこの制度は終了する予定です。この中山間地制度によって多くの保全事

業を行うことができ、中山間地の保全に大変役立っております。 

 １つ目、阿波市の中山間地域等直接支払制度の加入状況と現状についてお聞きしたいと

思います。私は阿波市、阿波町の中山間連絡協議会の役員して、阿波町は旧集落ので、ほ

れ以外の市場町は中山間地制度は大分、最初のスタートからしてると聞いておりますの

で、ほかの地域の阿波市全体の加入状況と現状についてお聞きしたいと思います。 

 ２番目、阿波市の中山間地集落の関係者は私ども含めて、この制度の、今、来年で切れ

ますので、制度の延長を強く望んでおります。本年３月２日、徳島県議会で寺井県会議員

が中山間地域等直接支払制度で質問し、熊谷農林水産部長は答弁の中で、２００９年以降

の継続はもちろん、地域農業を守る仕組みが一層強化されるよう国に強く働きかけると答

弁しております。市は県、国へ２００９年度以降この制度が延長されるよう強く要望して

いただきたい。 

 １、２について担当部長の答弁をお願いします。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 藤川議員のご質問でございます。阿波市の中山間地域等

直接支払制度の加入状況と現状について、まず１点目お答えをさせていただきたいと思い

ます。 

 中山間地域の農地につきましては、農業生産活動によって食料を供給するだけでなく、

水源涵養、また洪水の防止、侵食や崩壊の防止等、国土の保全等について大きな役割を果

たしているところです。しかし、この多面的機能も担い手の減少や耕作放棄地の増加によ

り少しずつ失われていく状況がございます。中山間地域の農地は傾斜地が多く、圃場も区

画が小さい等耕作不便な条件から農業生産性が低く、平たん地に比べて生産費も高くつく
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という状況がございます。農業生産条件が不利益な状況にあり、平成１２年度から中山間

地域等直接支払制度が始まりました。この制度は、農業生産条件が不利な中山間地域にお

ける農業生産の維持を図りながら多面的機能を確保するため、農業者に直接交付金を交付

して、耕作の管理の手助けをしていこうとする制度でございます。 

 制度の内容としては、交付金につきましては、水田で通常単価では反当たり年間２万

１，０００円が交付されます。８割単価の場合は１０アール当たり１万６，８００円とい

うふうなことでございます。 

 交付金の財源につきましては、法定地域、通常地域につきましては国が２分の１の補

助、県が４分の１、市が４分の１というふうなものでございます。一部特認地域がありま

すので、特認地域については国が３分の１、県が３分の１、市が３分の１というふうな財

源の内訳になっております。 

 それで、加入の状況ですけれども、合計、市内全域で２６集落、対象面積で１９９万

４，５５２平方メートルでございます。交付金にして３，２９４万３，８１３円というふ

うなことでございます。 

 参考までに旧町別に申し上げます。阿波町で９集落、対象面積が５４万９６０平方メー

トル、交付金が１，１０１万５，１１９円です。市場町が１６集落、対象面積は１４０万

３，１６８平方メートルです。交付金が２，１０８万１，５７１円ということです。土成

町は１集落でございます。対象面積が５万４２４平方メートル、交付金にいたしまして８

４万７，１２３円というふうなことになっています。 

 以上、中山間地域の状況とさせていただきたいと思います。 

 それと、質問の２点目でございます。２００９年以降延長するよう国、県への要望して

ほしいというふうなことでございます。中山間地域等直接支払制度につきましては、阿波

市としても適切な農業生産活動が継続的に行われるよう、また農業の生産条件に関する不

利益を補正するための支援策としても既に各地域にそれぞれ定着しているとも考えており

ます。また、耕作放棄地の解消にも寄与しているんではないかというふうに思っておりま

す。本制度につきまして、さらに延長されるよう、近隣の市町村なり県とも十分協調しな

がら、国また関係機関に対しまして要望してまいりたいというふうに思っております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 藤川豊治君。 

○１番（藤川豊治君） 以上、答弁ありがとうございました。私の質問を終わりたいと思
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います。 

○議長（三浦三一君） これで１番藤川豊治君の一般質問が終了いたしました。 

 次に、７番松永渉君の一般質問を許可いたします。 

 ７番松永渉君。 

 

○７番（松永 渉君） ７番松永渉、議長の許可をいただきましたので一般質問を始めま

す。 

 まず、阿波市においての耕作放棄地の有効活用について質問をいたします。 

 阿波市においては耕作放棄地が年々増加している中、今後耕作放棄地の防止と解消に向

けてどのように取り組んでいくのか。 

 １点目には、阿波市の耕作放棄地の実態調査は終了しているのか。その内容はどのよう

なものなのか。 

 ２点目には、解消計画は策定されたのか。されていないとすれば、いつまでに策定され

るのか。 

 ３点目には、阿波市には農業法人等と連帯して放棄地を活用する組織や仕組みはできて

いるのか。先月の徳新だったと思いますが、三好市でおさつの里協議会というもんがあり

まして、建設業界や三好市、それから県、農協等々で国の助成をもらって放棄地でミツマ

タの栽培、加工というような取り組みがありましたけれども、阿波市においてもこういう

取り組みが行われているのか。また、阿波市としてそういう活動を進めるような動きはあ

るのかどうか、答弁を求めます。 

 ４点目には、耕作放棄地の活用に阿波市みずからが市民農園や若者住宅への宅地供給な

どを検討して、働く場の確保と交流人口や定住人口をふやし、人口減少対策として取り組

む考えがあるのかどうか、答弁を求めます。 

 以上、４点質問します。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） それでは、松永議員のご質問にお答えいたしたいと思い

ます。 

 耕作放棄地の実態調査と解消計画についてというふうなことでございます。 

 阿波市における耕作放棄地の実態調査といいますか現地調査につきましては、農業委員

会で実施をいたしております。農業委員による現地パトロールによりまして平成２０年度
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は耕作放棄地対策としてパトロールを実施していただきました。 

 放棄地の調査の結果といたしましては、まず１番目、人力、農業機械で草刈りを行うこ

とによって直ちに耕作することが可能な土地につきましては、田で３７．７ヘクタール、

畑で１８．６ヘクタール、合計で５６．３ヘクタールございます。また、２つ目として、

草刈り等では直ちに耕作することはできないが、基盤整備等を実施して利用すれば復元が

可能というふうな土地は、田で１７．４ヘクタール、畑で１１．６ヘクタール、合計で２

９ヘクタールということでございます。両方合わせて約８５ヘクタールぐらいが耕作放棄

地として確認をいただいております。 

 なお、それ以外に、その他といたしまして、森林、原野化して復元が不可能な土地とか

という分につきましては、まだ現在調査ができていないというふうなことでございます。 

 それと、このデータにつきましては、耕作放棄地のデータは市場町担い手育成総合支援

協議会のほうにデータを提供していただいておるところでございます。 

 それと続きまして、耕作放棄地の解消計画についてというふうなことでございますけれ

ども、解消計画については農政課で全体的な計画の作成はしております。しかし、耕作放

棄地の所有者の意見等の把握ができていないため、本年度は先ほど申しましたように阿波

市担い手育成総合支援協議会等中心になりまして関係者所有者に対しての意向調査を行

い、その意向調査の結果をもとに具体的な解消計画を立てていくというふうに考えており

ます。 

 解消計画の内容ですけれども、平成２０年度が農業委員会によって、農業委員会の農地

パトロールにより市内の耕作放棄地の調査を行ったと。そして、２１年度、耕作放棄地の

意向調査を行う。２２年度から２３年度にかけて耕作放棄地についての草刈り整備等行い

ながら復元をしていくというふうなことで、この復元につきましても農地・水・環境保全

向上対策事業等にも協力をお願いしながら進めていきたいというふうにも考えておりま

す。 

 それと、耕作放棄地を活用する取り組みというふうなことでご質問いただいておりま

す。これにつきましては、今申し上げましたように農業委員会の農地パトロールの結果を

受けて阿波市担い手育成総合支援協議会のほうで意向調査を行い、その調査をもとに具体

的に耕作放棄地の解消をしていくというふうな手順になろうかと思いますけれども、まだ

具体的な取り組み内容、どういうふうにして利用するとか、そういうことにつきましては

市としてはまだ計画的には持っておりません。具体的には先進地の例も参考にしながら担
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い手協議会の中で十分検討してまいりたいというふうに思っております。 

 それと、耕作放棄地の市民農園、活用、耕作放棄地につきましても市民農園や宅地等の

活用というふうなことにつきましては、市民農園につきましては希望がございましたら今

後そのような方向で検討してまいりたいというふうに思っております。それと、耕作放棄

地の場所が住宅地、宅地内に存在する場合、農業的な利用が困難なものとか、地域の土地

利用状況、土地利用計画、転用する際の周辺農地への影響、所有者の意向等を考えなが

ら、住宅地については住宅等による活用も検討していくべきかなあというふうに思ってお

ります。 

 それと農業生産法人との連携というふうなことでございますけれども、農業生産法人と

の連携につきましては、これにつきましても阿波市の担い手育成総合支援協議会の中で十

分検討させていただいて、どのような形で連携を図っていくかというふうなことも考えて

いきたいというふうに思っております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 実態調査は、要するに森林化、原野化の部分にはまだできてない

と。実態調査を確実にやらないと次の解消計画にはつながっていかないと思うんですよ

ね。やっぱり今の答弁の中で２２年から２３年度に復元していきたいという話だったんで

すけど、まずその前に解消計画っていうもんがきちっとつくられて、引受手はどうするの

かとか、土地をどう整備していくのか、作物の選定をどうやるんだ、販売をどうやるんだ

というもんができない限り無理だと思うんですね。もうできるだけ早く、この調査とか意

向調査みたいなんが終わった時点でやっぱり解消計画を策定してほしいんです。解消計画

を策定することによってやっぱり国とか県からの支援もかなり受けられるみたいなんで

ね。これは要望ですけど、一日も早く解消計画を策定していただきたいと思います。 

 それから、市民農園については、これはもう総合計画の中でも取り組みを進めるという

ようになってますんでね。さっき部長が言われたとおり、希望者があったら、その時点か

ら行程とか実施計画のほうへ入っていけるというふうにとってもええんかいね。 

 はい、わかりました。その解消計画なんですけど、結構かなり難しいもんがあるんで、

今地域おこし協力隊というて総務省の特別交付金、これなくなるかもわからんのですけ

ど、そういう人たちの外部の専門家を雇うて耕作放棄地の解消計画、なかなか職員さん忙

しいし、また外かた見た目っていうんがかなりいいものをつくってくれると思うんでね。
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もう内部ばっかしでするんでなくて。そういう交付金事業でそういう専門家を雇えないん

か。 

 また、きのう市長の答弁の中で放棄地になる原因というんは収益が悪いとか高齢化、こ

の２つが大きいんだっていうような話されたんですけどね。もう一つあるんですよね。も

う私たちの住んでる山間地では、したくてしても有害鳥獣の害でできないという部分が、

そのために放棄地がどんどんふえているっていう部分があります。さっきの総務省の交付

金を使って、この有害駆除の専門家を雇うて防除計画とか防除の方法、指導、実施、そう

いうものを雇うことができないかどうか、答弁をお願いいたします。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 松永議員の再問にお答えいたしたいと思います。 

 総務省の事業でございます事業内容につきましては地域おこし協力隊事業だと思いま

す。そのような事業がございます。この事業につきましては、地方自治体が都市に生活す

る住民の方を受けて、地域おこし協力隊として委嘱をいたします。一定期間以上、農林漁

業の応援なり、水源の保全監視活動、住民の生活支援などの仕事についていただきます。

地域協力活動というふうに言っておりますけれども、地域協力活動に従事していただくと

いうふうな事業でございます。この事業につきましては今年から始まった事業で、隊員１

人当たりの交付額は年額で最高３５０万円というふうな制度になっております。ただ、こ

の事業に参加する場合、都市住民の場合は住民票を現地に移すというふうな条件づけもさ

れております。この事業は人口の減少や高齢化の進行が著しい地方において地域力の維持

を図るため、また担い手の確保を図るための事業というふうに位置づけがされておりま

す。 

 それと、もう一点質問いただきました有害鳥獣の問題ですけれども、この事業で有害鳥

獣の駆除の専門家といいますか従事される方を雇えないかというふうなことだと思うんで

すけれども、これにつきましては阿波市の有害鳥獣の今事務の方法といいますか、阿波市

の有害鳥獣駆除につきましては、阿波市有害鳥獣捕獲等許可事務実施要綱というふうな要

綱を定めて現在実施をしております。主に有害の駆除につきましては猟友会にお願いをし

て実施をしておるところでございますので、議員おっしゃるように他の者といいますか、

そういう方に捕獲を依頼することについては今後猟友会と十分協議も必要だろうというふ

うに思っております。ただ、この交付金事業でそういうふうな協力隊員を雇うことができ

るかと言えば、条件さえ整えば可能ではあるというふうなことも聞いておりますので、た
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だ猟友会との協議は十分必要かというふうに考えております。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（三浦三一君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 中山間地、私たちの住むところではもう既に高齢化率５０％を超

える近くになっております。そういう中でどんなにして生活するかと言うたら、やっぱり

昔から言われる、よそ者、若者という部分になるんで、できたらそういう感じで外から本

当に力を入れてほしいなという思いがありますんで、また交付金事業による雇用をひとつ

前向きに考えていただきたいなと思っております。 

 耕作放棄地は阿波市の資源として長期的視野に立った活用計画を立てて担い手や法人に

集積し活用してもらうとともに、市民農園や若者住宅への宅地供給なども検討して、働く

場の確保と、交流人口や定住人口をふやし、阿波市のまちづくりに生かすべきでありま

す。そのためにも一日も早く耕作放棄地の解消計画を策定することを要望して次の質問に

移ります。 

 次に、公営施設や事業の民営化についてであります。 

 平成１５年自治法改正により指定管理者制度ができて以降、阿波市においても公営施設

や事業の民営化、指定管理が活発化している中で基本的事項について質問をいたします。 

 まず１点目に、指定管理者制度を導入することになった原因、今まで行政がしていたの

になぜ民間委託するようになったか、その原因は何なのか。 

 ２点目には、民営化できない行政サービス、真に公共がするべきサービスとは何なの

か。 

 ３点目に、今後の公営施設の民営化の予定はどうなっているのか。この部分につきまし

てはもう本当に簡単に、ほの予定と日程、それぐらいを教えてもらったら結構です。 

 それから４点目には、現在までに指定管理した施設、事業の課題や問題は何かあるの

か。 

 以上、４点答弁を求めます。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 松永議員のご質問にお答えをいたしたいと思います。 

 初めに、１点目の指定管理者制度を導入することになった原因と目的でありますが、そ

れと２つ目の民営化できない行政サービスについては私のほうでまとめて答弁させていた

だきます。 
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 まず、１つ目の指定管理者制度の導入の原因と目的でありますが、社会経済情勢の急激

な変化に伴い行政ニーズが増大、多様化していく中で、三位一体改革の推進などにより地

方公共団体の財政状況はますます厳しくなっており、本市においても将来にわたって持続

的に発展し続ける市政を実現するため行財政改革に取り組んでいるところであります。 

 こうした中、指定管理者制度は多様化する市民ニーズに効果的、効率的に対応するた

め、公の施設の管理運営に民間の能力を活用しつつ、市民サービスの向上と経費の削減を

図ることを目的として導入されるものであります。本市においても行政と民間の適切な役

割分担のもと、効率性、専門性や行政責任の確保を踏まえながら適切な指定管理者制度の

導入に向けて順次取り組みを進めているところであります。 

 また、２つ目の民営化できない行政サービスとはということですが、市町村の行う事務

事業は多岐にわたっているところであります。民営化を進める場合には、市の行っている

業務について、公共サービスの受益者である市民に対し、より質の高いサービスを提供す

る観点から、事務事業の内容及び性質に応じた分類、整理などの検討を行った上で必要な

措置を講じることが大切だと考えています。 

 民営化と一言で言っても、その手法はさまざまであります。どの業務が民営化できない

かについては一概に今お答えすることはできませんが、一例として挙げますと、法令等の

規定によって市が直接実施しなければならないものや、許認可等の公権力の行使に当たる

もの、また政策的事項の企画立案や調整、決定など市がみずから判断する必要があるもの

などは市が直接行うべき業務と考えております。 

 あと、３点目、４点目の総務部に関係する分を、今後の民営化ということですが、総務

部関係で申し上げますと、まず情報課が該当するわけですが、情報課では阿波市ケーブル

ネットワーク施設の業務を部分的に指定管理者に委託したいと考えています。そのため、

今議会に阿波市ケーブルネットワーク施設の設置及び管理に関する条例の改正案を提案さ

せていただいております。今後のスケジュールは、今議会で条例改正のご承認をいただき

ますと、１０月には公募を開始し、年内には候補者の選定、そして３月議会では団体の承

認をいただきたいと考えています。こういう事務を進めるわけですが、民営化等の特別委

員会もありますので、それにもご相談を申し上げて事務を進めてまいりたいと考えており

ます。この課題につきましては、これからするということで、課題はまた後ということ

で。 

 それから、防災対策課がありますが、防災対策課では市場町内の集会施設１９施設と土
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成町内の集会施設８施設と土成健康センターの合わせて２８施設で指定管理者制度の導入

をしております。今後、課題でありますが、どの施設においても老朽化が進み、修繕もし

くは建てかえなどが必要な時期が来ると予想されますが、その費用がこれからどれくらい

の負担をしていかなければならないかが最大の課題ではないかと思われます。 

 総務部関係は以上であります。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 松永議員のご質問でございます。４点目の課題について

産業建設部で所管している事業所についてお答えをさせていただきたいと思います。 

 阿波市の金清自然環境活用センターと阿波市土柱自然休養村センター及び阿波市土柱休

養村温泉の両施設についての課題でございます。両施設とも建設をされてかなりの年月が

経過しております。老朽化が著しいというふうなことで、現在維持補修をしながら管理運

営を続けております。経営状況も余り思わしくないというふうな状況でございます。特に

土柱休養村の施設につきましては、昭和５０年に建築がされ３０年余り経過をしておりま

す。一部の建物につきましては耐震１次診断で倒壊または崩壊の危険性ありと診断が出て

おります。現在、温泉のみを営業し、食堂とか宿泊については営業を停止しておるという

ふうな状況があります。 

 それと、２つ目の問題点といたしまして、土柱、金清両施設とも現在公益の財団法人と

して運営がされてきましたけれども、公益の法人改革に伴い、この改革につきましては平

成２０年１２月１日に法改正により新制度がスタートいたしました。現在、両施設につき

ましては自動的に特例民法法人に移行がされておりますけれども、新制度に移行された

後、今後５年間は今までと同じような法人として存続はできますが、平成２５年１１月ま

でに従来どおりの公益の財団法人として申請し認可を受けるか、もしくは一般財団法人と

して認可を受けるか、選択して申請する必要があるというふうに伺っております。両施設

とも現在の業務の内容からして公益の財団法人としての認可を受けることは難しいんじゃ

ないかというふうな状況がございます。 

 以上、課題として報告をさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 笠井市民部長。 

○市民部長（笠井恒美君） 失礼いたします。市民部のほうから、市民部の所管するの

は、今田村部長は課題のほう（４）をちょっとご答弁されたようでございますが、市民部

として、公営施設（事業）の民営化についての質問事項の（３）の今後民営化の予定とい
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うことで、市民部は施設は所管しておりません。ただ、合併後家庭系ごみの収集運搬事業

について、直営と委託と両方業務がちょっと異なっております。そのことについてご答弁

を申し上げます。 

 吉野町、土成町については、地元業者と契約をして民間委託により業務を行っておりま

す。それから、市場町と阿波町については、直営で収集業務を行っております。このこと

について合併後現在まで続いておるわけでございますが、費用対効果とかサービスとかっ

ていうふうなものを民営化する場合に視点として考えなければならない点だと思っており

ます。それにつきまして、現在委託も直営も事業費的には単純に言いますとそんなに多く

変わらない、余り差がないという状況でございます。 

 それから、市民へのサービスの提供につきましては、ほぼ阿波市全体としてごみ収集に

関して同じような状況でサービスの提供をさせていただいているというふうに考えており

ます。 

 今後につきましては、民営化を考えなければいけないとは思っておりますが、市場、阿

波町について、市民部内で費用対効果をよく調査研究し、直営がいいのか、民間委託がい

いのか、あり方等の検討委員会を立ち上げて今後検討を進めてまいりたいと、このように

考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 秋山健康福祉部長。 

○健康福祉部長（秋山一幸君） 松永議員の今後の指定管理の計画でございますが、健康

福祉部につきましては、養護老人ホームにつきましては吉川議員に答えたとおりでござい

ます。 

 保育所につきましては、今導入検討委員会で検討させていただいています。計画は２３

年度から２カ所程度、順次指定管理者を導入したいと思っております。 

 また、放課後児童クラブ、吉野地区に２カ所ございますが、一条放課後児童クラブが今

年１０月から運営委員会に移行させていただきます。その一方の柿原放課後児童クラブは

引き続き直営でございますが、２２年度には運営委員会には持っていきたいと思っており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（三浦三一君） 森口教育次長。 

○教育次長（森口純司君） 松永議員の指定管理した施設の課題ということで、教育委員
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会におきましては、平成１９年４月から図書館につきまして図書館流通センターに３年間

指定管理者として指定をして管理運営を行っていただいております。指定管理後、開館日

がふえたり、また開館時間の延長等によりましてサービスが向上しております。そういっ

たことで市民の方から好評いただいておりますので、現在のところは特に課題はないとい

うふうに考えております。 

○議長（三浦三一君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 指定管理者制度を導入する原因というのは行政の財政が厳しい、

その中で市民サービスが多様化する中で公務員よりも民間のほうが最少の経費で最大の効

果を上げる、市民サービスができるということでないかなと思っております。 

 民営化できない行政サービスという話ですけど、法律で規定されるとかサービスが低下

するもんはできないというような話ありました。今回、真の公共サービスは何かっていう

質問を出したんは、できたらこれから今本当に、きのう江澤議員が言われたように国の借

金が８００兆円超えました。経費削減とか行革だけではもうにっちもさっちも僕自身から

いうといかないんじゃないだろうか。そん中でやっぱりサービスを、ほんまに公が担うべ

きサービスも仕分けていって、やめるサービスも出てくるんじゃないかなと思います。そ

ん中で今後やっぱり真に公がするサービスを本当に仕分けていってほしいなという思いが

ありまして質問しました。 

 それから、公営施設の民営化の予定については、ケーブルテレビは今年度の指定管理者

制度で民間を募集する、養護老人ホームはきのう言われましたように民営化で民間募集、

ほれから保育所が２３年ですかね。いろいろされておりますけども、今回の質問は、こう

いう情報を一日も早く市民に知らせて、市民の協力と理解を得て進めていくようなお願い

ということであります。 

 それから、現在までの指定管理をした施設、事業の課題なんですけど、今老朽化とか法

人化の問題があるというような話が出たんですけど、私が考えてちょっと問題あるんじゃ

ないかなっていう部分だけ少し再問で聞かせていただきたいと思います。 

 そもそも民営化する場合よく言われるんは、地元雇用ができますよ、経費が削減できま

すよ、サービスが向上されますよという分はよく言われます。地元雇用の場合の課題点は

身分保障。指定管理されますと、市の職員とか臨時職員さんとか嘱託さんが行かれます。

ただ、よく考えたら、公共の事業っていうんは不効率で、収益もないものが多いんですよ

ね。そん中で、やっぱり経費は切られる、サービスはふやされるていうたら、やっぱりそ
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れの負担を背負うんは地元雇用された方たちなんですよね。経費は、経費といってもほと

んどは人件費切られていく、その上サービスはようけせえっていう話になってきますん

で。こういう地元で雇用された人たちを、やっぱり精神的ケアも含めて身分保障を指定管

理の制度の中でどう取り組んでいくんか、この点について答弁をお願いしたいと思いま

す。 

 それから、２点目の、もう一点の経費削減ですけど、本当にさっき教育委員会から言わ

れたように図書館の指定管理は１２名いた者が１９名になって、開館時間も延長されて、

イベントもたくさんやられています。ほんで、約５，０００万円の経費削減になりまし

た。ええっ、じゃあ今まで行政って何してたんですかっていう話になりますんで、この民

営化を機会に、やっぱり民営化することによって職員の意識改革や行政活動の効率化につ

なげるべきだと思うんです。そういう取り組みは民営化を機会にされてるのかどうか。 

 それともう一点は、今後やっぱり民営化していく中で経費が削減された部分を何に使う

のかっていう市民による理解と説明責任が要ると思うんです。その部分をどう今後取り組

んでいくのか。 

 ３点目には、サービスの向上っていうもんがあるんだけれども、この厳しい財政状況の

中で果たして、さっき、まあまあもとの話じゃないけど、本当にサービスを向上していけ

るんかどうかという精査が要るだろうな。それと、指定管理者にするから利用者の理解を

得ようとしてサービス向上しますよと言ってるけれども、これが本当に今後この厳しい財

政状況の中で継続できるのか。そこいらをどのように考えているのか答弁を求めます。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 再問について私のほうから答弁をさせていただきます。 

 民営化の課題についてということで、１点目の地元雇用者の身分保障にどう取り組んで

いくかということでございますが、民営化や指定管理者制度の導入を進めるに当たり、地

域の活性化の観点からも地元雇用や臨時職員の身分保障は大切なことであると考えており

ます。現在指定管理を行っている施設については必要に応じ地元雇用や継続雇用について

の項目を指定管理者管理業務仕様書に盛り込んでいるところであります。 

 また、２つ目の経費削減があるのであれば直営でも職員の意識改革があればできるんじ

ゃないかと、また削減されました経費は何に使うのかというご再問でありますが、公の施

設への指定管理者制度導入により経費の削減と市民サービスの向上が図られているところ

であります。市職員としても各自それぞれの分野で自分の業務を見直しながら市民の目線
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に立った改善を行うことが大切だと考えております。また、指定管理者制度導入などによ

り削減なった経費は市財政全体の貴重な財源として活用しているところであります。 

 それから、３つ目の指定管理者が業者が行うサービスは必要なものなのか、今後継続で

きるのかというご質問であったと思いますが、指定管理事業者はそれぞれのアイデアと工

夫により施設の有効活用とサービスの向上に努めており、市民の皆さんからも好評を得て

いるところであります。現在行っているサービスは今後においても引き続いて継続してい

ただくよう順次協議をしていきたいと考えております。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（三浦三一君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 今、総務部長から答弁いただきました。ほんで、地元雇用につい

ては、やっぱり身分保障については契約時にしっかりと結んでほしいと思います。 

 ほれから、削減された経費はやっぱり今後、この間の検討会でも少し言われたんですけ

ど、この枠の全体で使うと言うんでは市民は理解できないと思うんで、その部門部門で利

用者の思いがありますんで、やっぱり理解できるような説明責任は今後考えていってほし

いなと思います。 

 それから、サービスはなるべく継続していくということでありますんで、その点はよろ

しくお願いします。 

 行政サービスの民営化については、まず今の行政サービスは市民の税金と、皆さんから

もらった税金と８００兆円以上の借金の上で行われてきたサービスであることを認識し、

すべての行政サービスをゼロから見直し、真に公がするべきサービスを規定するところか

ら初めていただきたいと思っております。要望しておきます。 

 次の質問に移ります。 

 行財政改革について。平成１８年３月に阿波市行財政改革大綱と集中改革プランが策定

されました。今年度は計画の５年間の最後の年度となります。これまでの成果と今後の行

財政改革の取り組みについて質問をいたします。 

 １点目には、これまでの実績をどう検証しているのか。 

 ２点目には、最後の年度に取り組むべき課題、改革項目は何なのか。 

 ３点目に、来年度に向けて新たな行財政改革大綱や集中改革プランは策定されるのか。

また、新たな方向づけや取り組みは何かあるのか、答弁を求めます。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 
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○総務部長（八坂和男君） 松永議員の行財政改革について３点ほどご質問いただきまし

た。 

 まず、１点目のこれまでの実績の検証はということですが、阿波市集中改革プランで

は、厳しい財政状況の中、新たな行政システムの構築を図り、財政の健全化と充実した行

政サービスの向上を目指すため２９の実施項目を定め、平成１７年度から２１年度までの

５年間を実施期間とし、計画を推進しています。 

 計画の進捗状況については市民の皆さんに公表するとともに、行財政改革推進委員会に

報告をし、ご意見、助言をいただいておるところであります。 

 現在までの取り組み状況といたしましては、歳入面に関しては、課税の見直しや税等の

徴収対策、また未利用財産の売り払いや広告収入の確保などを推進し、歳出面に関して

は、職員定数の適正化や民間活力の導入、また補助金の整理合理化や内部管理経費の見直

しなどに取り組んだ結果、当初目標を上回る財政効果を上げることができております。 

 しかしながら、一部取り組みのおくれている項目もありますので、計画の最終年度を迎

えるに当たり、平成２１年２月に進捗状況を再検討し、取り組み事項の追加及び取り組み

のおくれている項目について、より具体的に推進するため実施年度の見直しを行ったとこ

ろであります。見直しを行った主な項目については、審議会等の運営方針の策定や男女共

同参画の推進、また民間委託等の検討、推進などとなっています。 

 続いて２点目は、最後の年度に取り組む課題はということでありますが、計画最終年度

である本年度におきましては、さきに見直しを行った項目について重点的に取り組みを推

進しながら、プランに定めてある全項目について当初目標を達成できるよう努力してまい

りたいと考えています。 

 また、３点目の新たな集中改革プランの策定についてでありますが、集中改革プランの

計画期間は本年度で終了いたしますが、本市行財政を取り巻く環境は依然として非常に厳

しいものがあり、行財政改革への取り組みは引き続いて継続していく必要があると考えて

います。このため、現在の行財政改革大綱及び集中改革プランを総括し、行財政改革推進

委員会などにおいてご意見をいただきながら、政権交代に伴う地方分権の動向なども勘案

しながら、新たな視点に立った行財政改革大綱及び集中改革プランの策定をしてまいりた

いと考えております。 

 以上、答弁といたします。 

○議長（三浦三一君） 松永渉君。 
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○７番（松永 渉君） これまでの実績は本当にものすごい実績を上げてる部分と残った

もんは２月に見直されたということでありまして、ことしの改革項目は見直した分を今年

度中にやり上げたいということでいいですね。 

 それと、来年はどのように行財政改革大綱と集中改革プランは策定される、内容につい

ての新たな取り組みについては今後検討委員会とかいろんなとこで協議されてやっていく

ということでありますね。 

 １点だけ再問をさせていただきたいと思います。 

 阿波市は県下で初めて郡をまたいだ４町合併という厳しい状況の中で、４町による行政

サービスの調整、税の負担の公平性の確保を行いながら職員の削減、基金の増加などを行

い、財政の健全化を行ったことは、市長を初め職員の皆様方の努力のたまものと敬意を表

するところであります。しかし、市民の中には合併して何ひとつよいことがないという声

があるのも事実であります。今後、行財政改革と市民サービスのバランスをどうとるのか

が重要であります。平成２０年度の監査報告の中に市民の行政サービスの満足度の評価指

標も必要という意見があります。私もそう思います。 

 そこで、副市長に質問をします。 

 今後、行財政改革にどう取り組むのか。また、同時に、市民サービスの満足度について

検証すべきと思うが、取り組まれるのかどうか、答弁を求めます。 

○議長（三浦三一君） 三宅副市長。 

○副市長（三宅祥寿君） これからの阿波市の行財政改革にどう取り組むのか、またその

満足度についてのご質問でございます。 

 まず、行財政改革についての基本的な考え方といたしましては、やはりこれからの地方

自治体が持続的に業務を行い、そしていろんな計画を実施しながら、また時代の変化に合

わせてしっかりと住民サービスを提供していく。そのためには、まず財政の健全化と、そ

れと行政サービスの住民の方々への十分な提供、その両輪と申しますか２つのことをやは

り同時に努めていかなければいけない。それがやはり行政に与えられた使命であると考え

ております。 

 阿波市におきましては、今議会でもいろいろお話ございましたけれども、阿波市総合計

画、これに基づいてこれからのまちづくりをやっていくということが前提にあるわけです

けれども、あわせてこれからの簡素で効率的な行政運営、それからしっかりとした財政状

況を保っていく、この２つを、やはり二兎を追っていかなければいけないと私は考えてお
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ります。ただ、その中で、それじゃあ住民の方々にとれば行財政改革を進めれば逆にサー

ビスが低下するんでないかというご心配があるということも、その不安というのは理解は

できるところでございます。ただ、考え方といたしましては、それを相反するものではな

くて、行財政の健全な状態を保ちながら、それとあわせて住民の方々にサービスが提供で

きる。言いかえましたら、住民の方々も、住民の方々ができるところは、それはみずから

もお願いする。そして、市は市として、住民や地域ができないところは市がしっかりやっ

ていく。そういう、これまでのやり方ではなくて、やはり両方が協働してやっていく。そ

ういう仕組みをつくっていくことが一番大事ではないかなと思っております。そういう中

で、これからの阿波市を進めていくということが一番大事なことだろうと思いますので、

私としましても市民の方々のいろんなご意見お聞きしながら、またそのご理解もいただき

ながら、職員とともに知恵を出して、これからの行財政運営はどうしたらいいかというの

を知恵をめぐらしてまいりたいと考えております。 

 それともう一つ、その市民サービスの満足度というのをどうするかというお話でござい

ます。 

 阿波市の総合計画を策定する際に２，５００人のアンケート調査をやったということを

お聞きしております。満足度の把握をするには、やはりアンケートっていうのは一つの方

法でありますし、その満足がどうかっていうのを分析をすることは大事だと思います。た

だ、市長が常々申し上げてますように、市民との直接のいろんなご意見を伺う場で評価を

お聞きする。あるいは、これ試行段階ですけれども、ことし３月からは本市におきまして

も行政評価のいろんな取り組みも行っております。そういう職員みずからも自分がやって

いる事業を評価する。そういう中で市民の方々がどういうレベルまで望んでいるか、それ

を検証しながら事務に取り組む。そういう方法もあるんではないかと思っております。し

たがいまして、満足度調査というのをするかどうかっていうんではなくて、いろんな機会

を通じて、そういったお声も聞きながら、また場合によったらそういうアンケート調査も

必要な場合もあろうかと思いますけども、そういう中で市民の方々の満足度っていうのは

把握してまいりたいと考えております。 

○議長（三浦三一君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） 今、基本計画とか、ほれから構想なんかでアンケートとって多く

の時間を費やして、コストもようけかかって、ほんで成果が出た、次の対応がとれるって

いう部分があるんですけど、今簡単な行政サービス満足度評価システムていうんができと



- 176 - 

って、いろんな一部事務事業をすぐとれる、抽出的にとっていく、その事業に対して。そ

の事業評価みたいなんに使えるものもあるんで、また一回検討してみてください。 

 行財政改革については市民にも職員にも嫌われることも多くありますが、市民の大切な

税金を効率的に市民サービスにつなげることと職員の今の身分保障を継続確保するために

も必要であります。財政の健全化と市民サービスの向上を目指し、行財政改革にはしっか

り取り組むことを望み、この質問を終わります。 

 次に、幼稚園の昼食についてであります。 

 阿波市の幼稚園の昼食は土成幼稚園は給食であり、他の８幼稚園は業者弁当か持参弁当

であります。土成幼稚園以外の幼稚園の給食はできないのか。また、外注弁当は揚げ物が

多く野菜が少ないという保護者の声もあります。内容は改善できないのか。今言ったよう

に幼稚園の昼食は現在給食、業者弁当、持参弁当の３種類がある。阿波市としてどのよう

な方向へ進めるべきと考えているのか。また、昼食の行政支援には格差があるが、解消は

できないのか、答弁を求めます。 

○議長（三浦三一君） 森口教育次長。 

○教育次長（森口純司君） 松永議員の幼稚園の給食について、ご質問についてお答えを

申し上げます。 

 まず、１点目の幼稚園での給食はできないかということでございますが、ご承知のよう

に現在給食をしておりますのは今ご質問にありましたように土成中央幼稚園だけでござい

ます。土成中央幼稚園は保育所との一体化施設で、給食調理ができる施設が整備されてお

ります。合併以前から幼稚園、保育所に給食を提供しております。市内統一した幼稚園教

育、これ給食を含んででございますが、必要と思いますけれども、他の８園の幼稚園には

調理する施設が現在整備ができておりません。また、限られた職員で保育を行っておりま

して、配ぜん等行うことが非常に困難と考えております。教育委員会では４歳児から幼稚

園に入園するようお願いをしておりますが、現在保育所にも幼稚園にも４歳児が在籍をし

ております。幼稚園の給食については、すべての４歳児が幼稚園に入園いたしまして、ま

た市内の学校給食が統一できるめどが立った時点で、保護者の意見を聞きながら幼稚園の

給食についても検討する必要があるのでないかというふうに考えておりますので、現状で

は困難というふうな判断をいたしております。 

 次に、２点目の外注弁当の内容を改善できないかというご質問でございますが、これま

でも安全で安心しておいしい弁当を提供していただくために弁当製造業者の調理場を視察
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もいたしております。また、内容等についてもお願いをしてまいりました。しかしなが

ら、ご承知のように１食当たりの弁当代金というのが２５０円でございまして、ほういっ

た値段的なこともありましてなかなか改善が難しい現状でございます。今後、引き続きま

して業者の方にできるだけ改善のお願いをしてまいりたいというふうに考えております。 

 次に、３点目の昼食の行政支援ができないかというご質問でございますけども、現在本

市の幼稚園の園児数４１４名が在籍をいたしております。そのうち預かり園児は１９６名

で、昼食の実施状況につきましては、土成中央幼稚園の園児１２２名を除きますと２９２

名になります。そのうち弁当の園児が１２９名でございます。その１２９名のうち５５名

が外注弁当、７４名が手づくり弁当となっております。先ほども申し上げましたが、外注

弁当は吉野川市内の業者から、すべて同一業者から配送をいたしてもらっております。現

在２５０円、また土成中央幼稚園の給食につきましては１食１９５円ということで、今お

っしゃられましたように格差はございます。ただ、率にいたしますと、全部の幼稚園、園

児数に対しまして、給食また弁当の園児の率が全体の約６割ぐらいでございます。残り４

割につきましては午前中で帰っております。そういったことで、支援、非常にいたします

れば保護者の方から喜んでいただけるかとは思いますが、県内の他の市町村の状況を十分

調査した上で教育委員会で協議をいただき、その対応について考えてまいりたいというふ

うに考えております。 

○議長（三浦三一君） 板野教育長。 

○教育長（板野 正君） 松永議員からは今後の幼稚園の給食の方向性はどうあるべきか

というふうなご質問があったと思います。 

 私は基本的には、時代の流れに逆行するようなことを申し上げるかもわかりませんが、

幼稚園は、教育要領の中には、指導要領の中には、４時間程度の保育をするというのが基

本であります。ですから、本来でしたら午前中で家に帰すのが基本だと考えております。

これは５日制が始まるときにも強く言われたことでして、子供は家に帰そうということが

今も私は生きている、生かさないかんというふうに思っております。ですから、市の、阿

波市の幼稚園の給食については、私はできることなら４時間でおうちへ帰っていただく。

預かり保育を今やっておりますけれども、できることならおうちで見ていただくという方

向を切に望むところであります。 

 また、弁当については、給食については、幼稚園については、設備が今のところ十分で

はありませんし、もちろん考えてはいないんですけれども、これもし預かり保育等でどう
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しても午後保育をしていただくということになれば、できることならおうちから弁当持た

せていただきたい。と申しますのは、やはり親子のきずな、家庭のきずな、非常に大事な

ものがあります。このことについて例を挙げて話をすればいいんですけども、私も過去学

校現場にいたときに大変苦いというか、親子のきずなについて本当につらい思いをしたこ

とがあります。簡単に申し上げます。 

 私が中学校に勤務しておったときです。ある女性の方に問題行動があって、お母さんと

本人と学級担任と私、校長でありました、話し合いをしました。その話の中で子供が最後

に言ったことは、お母さんに対してお母さんとは言いませんでした、何をしてくれたで

と、小さいとき何してくれたで、御飯炊いてくれたでと、こう言われました。そのときに

私は、本当にその４人の者は涙しました。ということで、お母さんに最後申し上げたの

は、どうぞ一つでもいいから子供としっかりとかかわっていただきたい、こんなことを最

後にお願いしてその場は終わったわけですけども、こういったことで教育の基本、やっぱ

りこれは家庭にあると思いますし、親子のきずなとか家庭の温かみ、こんなものは絶対に

その子供の一生を左右するような感じがいたします。 

 そういうことから、私はできることなら給食はしないで、おうちへ帰していただく。ど

うしてもということであれば、おうちからの弁当持たせていただきたい。それが無理なよ

うな場合でしたら、これはもういたし方ございませんので、市販の弁当ということになろ

うかと思っております。 

 以上です。よろしくお願いします。 

○議長（三浦三一君） 松永渉君。 

○７番（松永 渉君） ちょっと涙が出てくるような話で。幼稚園の給食については行政

サービスの緊急性とか優先性が低いだろうなあ、費用対効果からいうても低いんだろうな

あと。４歳児の統一と、板野給食センターが合併したときに、統一されたときに一回考え

て検討していただくということで結構であります。 

 ただ、さっきの行政支援の格差なんですけど、いろいろ理由は言われたんですけど、給

食センターがあるとかないとかじゃなくて、やっぱり幼稚園で一つのテーブルで昼食につ

いたときに、お母さん弁当ありますよ、業者弁当ありますよ、それから給食ありますよ。

でも、給食だけ補助が出る。あとの２つには補助が出ない。これは僕は絶対行政として間

違ってると思います。これはもう深くは言いませんので、十分子供のことだし検討してく

ださい。 
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 それから、もう本当に教育長の言うとおりでございます。感銘いたしました。私も同じ

考えであります。私は幼稚園の昼食を考えたときに、優先順位でいうと１番は家庭弁当、

２番目に給食、３番目に業者弁当であります。家庭弁当は親が責任を持って愛情を与える

食事、給食は行政が責任を持って十分な栄養を与える食事、外注弁当は業者が責任を持っ

て適正な栄養を効率と低コストで与える食事だと思うからであります。ただ、幼子の時代

は手間と時間をかけて愛情を与えるべきであります。保護者のサービスニーズが多様化す

る中にも行政は子供たちにとって何が必要かを考え、助成等による政策誘導をすべきであ

ります。現在の社会で親子関係、家庭関係、地域関係が希薄になる中、親子、家庭、地域

のつながりを強め、共助精神を醸成するような行政サービスを望み、私の質問をすべて終

わります。 

○議長（三浦三一君） これで７番松永渉君の一般質問を終了いたしました。 

 暫時休憩いたします。 

            午後３時５４分 休憩 

            午後４時１０分 再開 

○議長（三浦三一君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 本日の会議時間は議事の都合によりあらかじめ延長したいと思いますが、これにご異議

ございませんか。 

            〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（三浦三一君） 異議なしと認めます。よって、本日の会議時間は午後５時を過ぎ

る場合は延長することにいたします。 

 ９番木村松雄君の一般質問を許可いたします。 

 ９番木村松雄君。 

 

○９番（木村松雄君） 議長の許可をいただきましたので、９番木村松雄、ただいまより

一般質問を始めます。 

 私の質問は、１番目に阿波市の防災対策について、２点目に阿波市の観光施策につい

て、３番目に阿波市における新型インフルエンザ対策について、以上３点予定いたしてお

りますので、通告に従って進めてまいりますので、理事者の方の明快なる答弁を求めるも

のであります。 

 まずは、先般の衆議院議員選挙におきましては、結果によりまして国政が大きく変わろ
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うとしております。それに伴って当然地方の自治体も大きく影響されることになります。

そういったことで、市長の政策決定は今後ますます重要となるわけでございますが、幸い

にも阿波市には５月に野崎新市長が誕生し、また６月議会においては三宅副市長が議会の

満場一致で選任されております。政策面と県との強い連携で力を発揮されることが期待さ

れ、お二人の今後の行政手腕に期待をいたし、阿波市民の生活をしっかり見据えたかじ取

りをお願いして私の質問に入らせていただきます。 

 私の質問も、もう９番目ということで、非常に本日も最後ということになりまして、今

までの質問の、同僚議員の質問の方と重複する点が多々あるかと思いますが、その点、重

複する点につきましては割愛をさせていただきたいとしてまいりますので、よろしくお願

いを申し上げます。 

 では、１番目の阿波市の防災対策についての（１）でございます。防災に対する過去の

質問で課題とした点、その後の取り組みと進捗でございますが、昨年の９月議会において

災害時の対応はという項目の中で自主防災組織の状況、飲料水の確保をどうするのか、そ

のような質問をさせていただいております。自主防災組織の結成率は、その当時４８．

３％でありました。また、飲料水につきましては、万が一災害が発生したときには耐震機

能を備えた設備は吉野町にある配水池だけだ。１人１日３リットルで３日分しか確保でき

ないと。１週間分の確保となれば９００リッターの確保が必要になると。今後は老朽化し

た配水池を耐震構造化を基本に容量確保と並行して検討していきたいと、このような当時

の答弁でございましたが、その後どのような検討されたか答弁をいただきたいと思いま

す。自主防災組織結成状況と防災資器材の対応状況、その点もあわせて答弁をお願いいた

します。 

 次に、（２）の８月９日、１０日にかけての台風９号、阿波市においても記録的な大雨

による被害と対策なんですが、この豪雨は場所によっては少々ばらつきがあるわけなんで

すが、大体４００ミリぐらい降り始めから降ったんじゃなかろうかと思います。被害に遭

われた皆さん方にはお見舞いを申し上げます。それで、市としていち早く対策本部を立ち

上げ対応をされたと聞いておりますが、被害状況はどうであったか。対応はどのようにさ

れたかについての答弁を求めます。このところで農地災害につきましては先ほど藤川議員

の答弁の中で答弁されておりますので、その他の建設課の部分で結構だと思います。 

 次に、（３）番目の中央広域連合の本部庁舎改築の進捗状況でございますが、現在鴨島

町にある本部庁舎は非常に古く、また老朽化が激しく、耐震性もなく、最新性の設備も低
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いと、そういったことから改築計画が進められているわけでございますが、現在の状況は

どのようなものになっているのかという点についての説明を求めます。 

 以上、３点についての答弁を求めたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 木村議員の阿波市の防災対策についてということで３点ほど

ご質問いただきました。ご答弁申し上げます。 

 初めの１点目の防災に対する過去の質問で課題とした点、その後の取り組みと進捗とい

うことでありますが、自主防災組織の状況として、災害時における地域住民による初期消

火及び避難体制などの整備強化を図るため、地域住民の自主防災組織の活動、育成や住民

の防災意識の向上を図るために、補助金の交付及び防災資器材の対応等を平成１８年１０

月から行っておるところであります。 

 平成２０年度は３８件結成され、２１８の自主防災組織が結成されており、旧町別では

吉野３２、土成５３、市場５７、阿波７６で、結成率４８．３％でありました。合計でい

いますと２１８件であります。 

 そういったことで、担当課では自主防災組織の結成率向上と活動推進のため、前年度か

ら未結成自治会へ結成依頼通知文の送付や各自治会へ説明に出向き、推進をしてまいりま

した。また、このほかに各地域の消防団の皆様にも各分団員さんがおりますので、そうい

ったこともお願いして推進に当たっていただきました。そういったことで、今年度におい

ても７月２２日付で結成依頼通知文を発送いたしました。現在そういったことで問い合わ

せが多数あるところであります。 

 平成２１年９月４日現在の結成率を申し上げますと、吉野町では３７、土成町で５４、

市場町で６４、阿波町が７９の２３４件であります。これは自治会数に対して結成率が５

１．２％であります。いろいろ推進をしておるわけですが、なかなかその率がどんと上が

っていないのが状況であります。 

 また、防災資器材の対応についても、平成２０年度末では１４４件でありましたが、今

年度２９件の申請があり、現在１７３件となっております。 

 また、自主防災組織の訓練等活動については、今年度現在までに３３組織の申請を受け

ております。今後におきましても自主防災組織の必要性を未結成自治会へ根気よく依頼を

続けていきたいと思います。 

 また、既存の自主防災組織については、訓練等活動を行っていただけるように今後とも
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積極的に推進をしてまいりたいと思っております。 

 続いて、２点目の今回の集中豪雨による被害と対策ということで、これにつきましては

防災対策課のほうに各課から出されました、それを集計した数を私のほうから答弁させて

いただきます。 

 ８月８日の降り始め、午後１０時からですが、それから８月１０日の午後１１時までの

雨量は３８５ミリでありました。この台風９号での住宅の一部損壊が１件、床上浸水が５

件、床下浸水が１５８件であります。対策といたしましては、石灰、１戸当たり２袋を各

農協で支給をいたしました。 

 また、道路、河川等の災害につきましては、それぞれ建設課で対応いたしました。申し

上げますと、公共災害では９カ所、内訳として道路６カ所、河川３カ所であります。被害

の概算額でありますが、５，１００万円であります。 

 また、市単独の災害と申しますか、それが８カ所、内訳を申しますと、道路が７カ所、

河川が１カ所であります。概算で１，４００万円の被害額ということになっております。 

 そのほか、修繕として３８カ所、概算では１，２００万円であります。 

 また、農地、農用地施設につきましては農政課で対応いたしました。内訳を申し上げま

すと、農地の畦畔で４１件、田で３４件、畑で７件、被害額が４，１００万円となってお

ります。修繕で１５カ所、１，０００万円、道路８カ所と排水路７カ所。作物被害では、

水稲が１９ヘクタールで９５万９，０００円、夏秋のナスで７ヘクタール、８８万６，０

００円、畜産被害としてブロイラーが６，４５０羽で１６０万円となっております。 

 以上が被害の報告であります。 

 続いて、３点目の中央広域連合、消防本庁舎の改築の進捗状況でありますが、現時点で

わかっている範囲で申し上げたいと思います。 

 徳島中央広域連合消防本部東消防署の建設につきましては、現在建設用地約５，０００

平米につきましては徳島県と徳島中央広域連合で用地交渉中であります。本年度中に取得

する予定であります。 

 また、消防署占用進入路、面積４９６．３６平米でありますが、これが単価５万円で、

金額にして２，４８１万８，０００円につきましては、近日中に仮契約を行い、徳島中央

広域連合議会９月定例会に議決を求めるようであります。 

 また、建設のための基本設計はプロポーザル方式で行っております。７社指名のうち１

社辞退、６社で行いました。プロポーザル審査委員会で受託予定者を平成２１年８月１７
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日に特定をいたしました。株式会社松田平田設計大阪事務所であります。その設計業者と

近日中に契約を予定しているようです。 

 以上であります。 

○議長（三浦三一君） 森本水道課長。 

○水道課長（森本浩幸君） 木村議員の一般質問にお答えをさせていただきます。 

 阿波市の防災対策について、防災に対する過去の質問で問題とした点、その後の取り組

みと進捗でございます。 

 平成２０年第３回定例会の代表質問の答弁として、災害時に阿波市民４万２，０００人

分の３日分４００トンは吉野町の配水池で確保されていると答弁させていただきましたと

ころ、議員より、３日分でなく７日分、約９００トンは確保できる施設整備が必要ではな

いかとのご指摘でございました。今後におきましては、老朽化した配水池の更新等に伴う

耐震構造化を基本に容量確保と並行して検討していきたいと考えておりますと、そういう

答弁をさせていただきました。このことを十分考慮いたしまして、平成２１年度におきま

して阿波市水道事業基本計画及び地域水道ビジョン並びに耐震化計画の策定ということ

で、耐震化計画も含めて実施しているところでございます。 

 このたび水道施設全般の耐震１次診断を終えたところでありまして、具体的な内容を示

せる段階ではございませんが、徐々に解明されていくことと思います。確実ではございま

せんが、市場町の低区配水池、ＰＣタンクの２，３００トン容量の配水池でございます

が、この配水池につきましては調査の結果、耐震に必要不可欠な可撓管が既に設置済みで

あり、容量にも余裕があると思われますので、今後も調査を重ね、緊急遮断弁等の設置が

可能かどうか検討していく予定であります。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 木村松雄君。 

○９番（木村松雄君） ただいま答弁いただいたわけなんですが、阿波市における自主防

災組織の結成率というのは非常に低いわけですね。まだ半分、約半分ですね。これは近い

将来必ず起きるであろう地震等々に備えるためにも、やはり市としてもう少し啓発啓蒙運

動をして結成率をもう少し上げなければ、万が一の緊急時のときにはやはり市の職員も消

防署も災害現場に出動できないというような状況の中から自主防災組織の必要性が言われ

ているわけでございますので、もう少し率が上がるようなご努力をお願いいたしたいと思

います。 
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 飲料水の件は順次これから抜本的に計画をしていくということでございますので、この

点をよろしくお願いいたします。このときにも当時副市長だったわけなんですが、野崎市

長が水道課長とも市長とも十分に協議をして進めたいというような答弁されてるわけなん

ですが、当時副市長の答弁でございましたが、現在は市長としての立場でこの件について

のどういうふうな計画性を持っておられるかというところの答弁をいただきたいと思いま

す。 

 次の（２）の集中豪雨の件でございますが、大体３８５ミリ、４００ミリぐらいが阿波

市内で降ったとされておりますが、国道の３１８号の北二条交差点から鳴門池田線を西へ

土成支所の入り口のところに信号があるわけなんですが、要するに佐々木建設のプラント

のとこの信号なんですが、そこをこの先般の９日の日でしたか、私も近所の住民の方が、

もう家が水につかりかかっとるからすぐに見に来てくれというようなぐあいで、すぐ家の

ほうにお邪魔したわけなんですが、もう車からおりれないぐらい水が道路にたまっておっ

て、そんな状況で近くの宅地、宅内にもうおおよそ入りかけておったというような状況で

ございました。原因は何かと、私ずっと水が流れてきている上流のほうへ行きますと、そ

の北二条交差点のほうからずっと水が西へ向かって流れてきてるわけですね。要するに北

二条交差点のところにビジネスホテルとかＪＡとか、サンクスとか、コンビニとかあるわ

けなんですが、そこらの水が国道の排水を伝わって、そして信号から南へ、排水路がない

もんだから、信号からもう西へ全部ほの水が流れておって、そして次の信号のところで、

低いところですから、そこにもう全部たまっておったというような状況でございます。 

 すぐに明くる日に建設部長にも見に来てほしいというような要請をしておったんです

が、見に来てくれても抜本的な解決にはならないということで、とにかくその排水対策を

解決するには、すぐ東側を阿讃山脈から吉野川に流れておる熊谷川の全面的な、あそこは

扇状地による天井河原でございますので、そこの改修がなければ抜本的な解決には至らな

いというようなところは私も素人なりにわかりますので、そして部長にも、ここの排水対

策の抜本的な計画をするためにぜひ見に来てほしいと今打診をしておるところでございま

す。 

 そしてまた、先日寺井県会議員からの報告では、今回の県の経済緊急対策において熊谷

川の改修の費用が２億数千万円つけてくれたというような報告がございましたので、恐ら

く今改修ができておるところから上へ数百メートル延びるんじゃなかろうかと思うわけで

す。そして、国道を横切って、また上流のほうへ改修ができるんじゃないかと思います。
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そしたら、そこの排水対策も分散できて、全面的な改修にはならないにしても、水の分散

はできるんじゃなかろうかと思っておりますので、なおまた県のほうに部長働きかけて、

その排水対策をぜひともしていただきたいと思います。その点についてまた答弁をいただ

きたいと思います。 

 それと、３番目の中央広域の本庁の建設の件でございますが、約５，０００平方メート

ルを本年度中に用地を取得するという答弁でございましたが、この取得する財源をどのよ

うに考えているのかというところをお聞きいたしたいと思います。 

 それで、私はこの中央広域の組合議員にはまだ一回も出ておりませんので余り内容がよ

くわからないわけなんですが、現在本庁は鴨島のＪＲの線路の南のほうにあるわけなんで

すが、組合議員に出ておった月岡議員のお話によりますと、次に改築計画する折にはぜひ

ともＪＲ本線より北側に用地を取得してくださいというような要望をしておったと聞いて

おります。用地の件につきましては鴨島、吉野川市の本庁舎の近くに取得するということ

でございますから、これは多分変わらないことでしょうから。もともと消防署は合併の前

には広域、阿波市と吉野川市で５カ所はあったんですかね。５カ所あったのが現在は東と

中署と西と３カ所になっておるわけなんです。先般も吉野町の方からお聞きしたお話によ

りますと、つい１０日ぐらい前に吉野町の東のほうで火災が発生したと。その折に消防車

が中署から当然来るわけなんですが、時間をはかったわけではないんですが、消防車が到

着するにはかなりの時間を要したというふうなお話を聞いております。もしこの消防署の

新築が現在の本庁舎のところにできるとなれば、西条大橋を渡って、特に土成町の東のほ

う、高尾地区、そしてまた吉野町の五条地区、一条地区ですか、そこらの出動のコースに

つきましてはやはり西条大橋を渡って到着するのが時間的には物すごく早いというような

ことを聞いておりますので、ぜひともそういうな出動態勢ができるような交渉をしていた

だきたいと。現在は阿波市の火災現場にはやはり中署の消防署から出動するというような

エリアの限定があるふうに聞いておりますので、ぜひとも緊急時のときには一分一秒を争

うことでございますので、中署でなければいけないというような制約は外していただい

て、少しでも早く現場に到着できるような、そういうふうな内部の調整をしていただきた

いと思います。三浦議長は組合議員でもございますし、またほか３名の阿波市の議会の方

が組合議員としてなっておりますので、その点どうかこのことを組合議会に反映をしてい

ただきたいと思いますので、よろしくお願いをいたします。 

 それと、教育長に少しだけお聞きしたいんですが、先般土成中学校が消防の、世界のオ



- 186 - 

リンピックですか、土成中学校の少年少女消防隊がチェコ共和国ですか、あそこの大会に

行ったということが９月の広報阿波で掲載されております。市民各自に火災防止の高揚を

図るという観点から大きな成果だったと思うわけなんですが、このことについて教育長と

しての感想をお聞かせいただきたいと思いますので、以上答弁をお願いいたします。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 木村議員からご質問いただきました排水対策についてお

答えをいたしたいと思います。 

 去る台風９号につきまして佐々木建設の前の交差点付近でかなりの水があふれ出たとい

うふうな状況がございます。旧の土成町中部地区における豪雨時の円滑な排水整備につき

ましては、長年にわたる地域の住民の方々からの要望でもございます。また、行政にとっ

ても課題であるというふうな認識もいたしておるところでございます。 

 この地域におきましては西側を九頭宇谷川、東側を熊谷川が流れており、両川とも天井

川というふうなことで、間に位置するこの部分にかなりの水がたまるという状況がござい

ます。それで、排水可能な大谷川と原谷川というふうな河川がございますけれども、両河

川に雨、排水が集中するというふうなことで、豪雨時につきましては排水容量を超えると

いうふうな状況があって、県道鳴池線にあふれ出るという現状かと思っております。 

 そのため、この対策につきましては、やはり先ほど議員からも言われましたように熊谷

川の改修がもう不可欠だというふうにも市としても思っております。現在、熊谷川につき

ましては天井川というふうなことで下から順次川床を下げるというふうなことで改修が進

んできております。この改修ができました場合は、かなりその排水を熊谷川のほうへ流す

ことができるんじゃないかというふうにも考えております。それで、市といたしましても

この事業が少しでも早く進むように県に要望するとともに、市としても協力できる部分に

ついては全面的に協力をしていきたいというふうに思っております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 八坂総務部長。 

○総務部長（八坂和男君） 木村議員の再問にお答えいたしたいと思います。 

 消防庁舎の建設用地約５，０００平米につきましては、吉野川市、阿波市、その財源に

つきましては合併特例債を活用したいと、そのように考えております。 

○議長（三浦三一君） 板野教育長。 

○教育長（板野 正君） 木村議員のご質問にお答えいたします。 
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 土成中学校は随分以前から学校において少年少女消防隊を結成されております。今回、

本当に全国から４チームという、しかも日本で初めという参加にチェコスロバキアのプラ

ハのほうへ参加いたしました。このことにつきましては新聞、テレビ等で報道されており

ますように、本当に学校にとりまして、また阿波市にとりましては非常に名誉なことだと

いうふうな思いがいたしておりますし、また私も中学校生徒４名、先生１人、合計５名の

者が参加いたしました。ここ本庁のほうへも表敬訪問あるいは報告にも来ましたが、本人

からもいろいろお話聞きますと、非常に勉強になりましたと。大会に行って一生懸命に頑

張って、世界のいろんな方法やいろんな角度から勉強することができました。そしてま

た、日本から行ったということで、そのプラハでは阿波踊りをしながら世界的な交流もで

きたということをお聞きしております。本人にとりましては本当に一生の財産になりまし

たということもお聞きしております。これは今後防災に関係します非常に大事な一つの行

事といいましょうか、参加されたというふうに思っておりますし、これからも恐らくは校

内初め阿波市内にもこういった防災意識を高める上で、いろんなところでお話をしていた

だけるものというふうに思っております。 

 以上が私の感想です。 

○議長（三浦三一君） 木村松雄君。 

○９番（木村松雄君） 防災の件で、地震等々がもし学校の子供たちが学校で勉強中に起

こったらどうするだろうかというようなところから耐震補強工事等々進めておるわけなん

ですが、そのときに万が一発生したときに避難訓練、そういうなものを学校としてはどう

いうふうに進めておるのか、その点をお聞きいたしたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 森口教育次長。 

○教育次長（森口純司君） 学校におきましての避難訓練というご質問でございます。 

 市内の小・中学校等の防災避難訓練については毎年実施をいたしております。ことしの

実施状況と内容を申し上げますと、９月１日から４日にかけまして、市場小学校を除きま

す９つの小学校と４中学校で実施をいたしております。市場小学校につきましては修学旅

行のために１０月６日に訓練を予定をいたしております。 

 訓練の内容ですが、地震、火災の発生を想定をいたしました避難訓練と、中学校ではあ

わせて消火訓練も行っております。また、柿原、林小学校と土成中学校におきましては、

消防団、中央広域連合消防署、阿波警察署、防災対策課が参加をいたしまして、避難訓練

や消火活動、救助活動等の防災訓練を実施いたしております。 
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 また、大俣小学校につきましては、今申し上げました関係機関と徳島県消防防災航空隊

が参加をして防災ヘリでの救助活動もあわせて行っております。また、大俣小学校の訓練

につきましては市長、教育長も参加をいたしておりました。 

 この避難訓練以外につきましても、不審者の侵入に対しましての訓練も各学校で行って

おります。 

 以上でございます。 

○議長（三浦三一君） 木村松雄君。 

○９番（木村松雄君） いろいろ通告のところで私に問題があったかと思いますので、も

うこれ３回目ですね。 

○議長（三浦三一君） はい。 

○９番（木村松雄君） 最後に、中央広域の本庁舎はいつごろ供用の予定かというところ

をお聞きして、この件は終わりたいと思います。 

 そして、先ほど申しましたように組合議会で、先ほど申しましたエリアを外して早く到

着できるような、そういう出動態勢をぜひとも組合議会に反映をさせていただきたいとい

うことをお願い申し上げます。これで１番目は終わりたいと思います。 

 次に、２番目の阿波市の観光施策についてですが、阿波市における観光施策に担当部及

び市長はどのような施策、ビジョンを持っておられるかということでございます。市の発

展、繁栄には人口増が絶対不可欠でございます。名所、観光地には人々の交流がなければ

繁栄はございません。この件につきましては平成１８年の９月議会において旧４町の観光

地、名所を今後どのように整備、開発に取り組んでいくのかというような質問をさせてい

ただいております。当時の市長はこのような答弁でございました。この市役所北の阿讃山

ろくにブドウの産地があり、土成の３１８号線には冬から春にかけてのイチゴの直売所、

また夏から秋にかけてのブドウ、これらをフルーツ、フラワー王国というのは欲張りかも

しれませんが、それをしっかり線で結んで観光開発と兼ね合わせたものをつくると。つま

り東のブドウ、西のミニトマト、あるいは市場のポンダリン、スイカとか、その点を線と

して結んで、外からの人を呼び込んで交流人口をふやしていくことが市の発展にはどうし

ても欠くことができないと。今のままでは残念ながら阿波市は人口が減ることがあっても

ふえることはないと。交流人口をふやしていくことに力を入れていく。つまり阿讃山脈ふ

もとを走る広域農道、それをフラワー、フルーツ王国にしようという答弁でございまし

た。またさらに、市内には７番、８番、９番、１０番の札所があり、年間１５万人の方が
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札所めぐりをされていると。３１８号線宮川内にはもてなしの館があり、この周辺はかな

り面積があり、これらの活用をしなければもったいないというような当時の理事者の答弁

でございました。過去にそのようなことがありましたので、それを踏まえて現在の担当部

は観光面についてどのような施策を持っておられるか。また、野崎市長にはどういうふう

なビジョンを持っておられるかについてお聞かせをいただきたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 田村産業建設部長。 

○産業建設部長（田村 豊君） 木村議員のご質問でございます。阿波市における観光施

策についてご答弁をさせていただきたいと思います。 

 本市は自然に恵まれて、歴史や伝統ある観光資源が数多く存在しているところでござい

ます。国の天然記念物である土柱を初めとして金清自然公園、奥宮川内谷自然公園、道の

駅どなり、柿原堰、さらにはイベントとしては、やねこじきや大名行列、空海の道ウオー

ク、納涼祭などがございます。また、国道３１８号線沿いには、たらいうどん店やイチ

ゴ、ブドウ等の観光農園や直売所もございます。特に先ほど議員もお話がございましたよ

うに、四国霊場の７番札所から１０番札所までの４カ寺につきましては年間１５万人にも

上る観光客が訪れているところでございます。 

 しかし、本市の観光においては観光客のほとんどが日帰り客か通過型の観光でないかと

いうふうに思っております。滞在型の観光を推進していくことも必要でないかというふう

にも考えております。観光イベント等に参加しながら市内に点在する観光地、観光施設を

めぐり、一日楽しんでいただき、市内の宿泊施設でくつろいでいただくという、そのよう

な企画はできないものかなあというふうにも考えております。そのことについては隣接の

市町とも連携が必要かなあというふうに考えております。 

 それで、観光ＰＲにつきましては、今市が行っております観光ＰＲ活動として観光施設

を紹介する目的で吉野川中流紀行と題して観光ガイドマップを吉野川市と共同で作成をし

ております。また、今年度吉野川市と合同で、香川県、高知県、兵庫県などで観光キャン

ペーンを開催し、特産品と一緒に配布、ＰＲ活動を行う予定にもいたしております。今後

におきましては、観光ガイドマップ、ポスター、ホームページなどを有効に利用いたしま

して阿波市の観光施設を県内外の方々にＰＲをしていこうと考えております。 

 先ほど議員からお話ありました阿讃山ろく沿いのフルーツ、フラワー王国というふうな

非常に遠大といいますか、計画が発表されたようですけれども、当面といたしましては今

議会でもご質問ございました３１８号線のフルーツ街道というふうな構想がございますの
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で、その整備に向けて検討を進めてみたいというふうに考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（三浦三一君） 野崎市長。 

○市長（野崎國勝君） 木村議員から阿波市における観光施策、市長のビジョンというん

ですか、そういうことをお伺いしたいという質問でございますけれども、今は田村部長の

ほうからお答えしましたが、私も阿波市と吉野川市で吉野川中流紀行ですか、商工会の役

員さん、あるいは市役所の担当部長等が集まって、吉野川市と阿波市の共同で観光キャン

ペーンを市外でやってます。阿波、吉野川両方の特産品もパンフレットと一緒に配布した

りしてますので、非常に好評得てます。ただ、もう一つ問題があるのは、やはり今自然志

向っていうんですか、それから健康志向等々で中高年の女性等々が随分と高い山へ上がっ

てる。これも一つ、高越山とか、あるいは阿讃の山並みですか、そのあたりも一つこの中

に、観光の中に入れていってもいいんじゃないかなと。ただ、私も行って話をするんです

が、本当の机の上の話っていうんですか、現実に観光担当してる商工会、我々もそうなん

ですが、現地へほとんど行ってない、ルートを知らないっていうんですか、そんなところ

も一番の欠点じゃないかな。これから吉野川市にも相談しながら、そんなところも現地を

実際に歩いてみて感じたこと、あるいは細かい看板等々も検査しながら検討せざるを得な

いのじゃないかな。 

 もう一点、吉野川市と阿波市とはそんな格好で、吉野川中流紀行というなことで共同で

やってるんですが、先般もお隣、もう一つ西の市長の方とお話ししましたら、やっぱり土

柱が非常に見にっていうんですか、眺めて、土柱と何かうまくつけられんかなというふう

な話も伺ってます。特に県西部は随分と観光も国交省の補助金もらって組織化されて、新

聞報道等でも盛んにＰＲをしてるようです。そのあたりも一つこれから先検討の材料じゃ

ないかなとも思っております。 

 以上、部長が答弁したんですけれども、私なりのこれから先の観光開発ですか、そんな

ところも検討してみたいなと。 

 もう一点、いつの議会だったかな、今議会じゃないかもわかりませんけれど、前、篠原

議員が４つも３つも阿波にはゴルフ場がある、穴吹のゴルフ場というたら本当に近くなん

で４つもあるじゃないかと。そんなところもどうなのかなということも教えてもらってま

すので、そのあたりもゴルフ場の経営者等とも協議しながら、それぞれいやしの里、い

や、札所ですか、あるいは土柱、あるいはゴルフ場、そんなとこも担当の方とも相談しな
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がら検討には加えてみたいなと、かように思ってますので、よろしくお願いします。 

○議長（三浦三一君） 木村松雄君。 

○９番（木村松雄君） 昨日の阿波みらいの代表質問、また吉川議員の質問も皆これリン

クした観光開発なんですよ。そしてまた、北二条交差点からたらいうどんのほうにかけ

て、また広域農道を行けば途中には金清温泉もある、土柱もある、いろいろ観光地がある

わけです。そして、阿部議員だったと思うんですが、コスモスを植えたり、ヒマワリを植

えたり、フラワーロードにしたらどうかというような質問も過去にもあったと思います。

そして、恵まれた立地の環境を自然を大いに利用して、この観光開発に本腰入れていただ

きたいと思います。この１８年から、当時の市長が答弁してからもう３年がたっとるわけ

なんですよね。多分皆さんもう忘れてたと思うんですが、３年前には当時の市長ははっき

りとそのような答弁をされております。この阿波市の本当に恵まれた自然の中で、立地条

件に恵まれた、それを観光に使わない手はないと、もう私も同感でございますので、これ

は本当に本腰を入れて取り組んでいただきたいと思います。 

 部長にもう一つお聞きしたいんですが、当時１８年に淡路島に特産品を持って観光キャ

ンペーンに行くというような答弁もあったわけなんですが、それを１９年、２０年、もう

そういったことを継続しておるのかどうかというところもちょっとお聞きいたしたいと思

います。 

 通告をしてありませんので申しわけございません。 

 そういったことで、１８年には当時秋山部長だったと思うんですが、観光、淡路島のほ

うに吉野川市と共同でキャンペーンに行くというような答弁だったわけですが、そういう

なこともぜひとも、多分続いていると思うんですが、なおことしも来年もそういうなＰＲ

をぜひとも積極的にしていただいて、阿波市をまずはその観光面で、フルーツなら阿波市

へ行こうと、そのような代名詞ができるように取り組んでいただきたいと思います。 

 私も同僚議員から５時に終われというて言われてますので、次へ参ります。 

 次に、３番目の新型インフルエンザ対策でございますが、この件につきましても同僚議

員から何点か質問があり答弁もほぼ出尽くしているかなと思うわけなんですが、私は私な

りに少し質問をさせていただきたいと思います。 

 新型インフルエンザが徳島県でも猛威を振るい出し、徳島市内の病院スタッフ間で集団

感染したのを皮切りに土成町の保育所や県庁内でも感染するなど、次々と事例が報告され

ております。本格的な流行が懸念される事態になっております。きのうのニュースでも
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先々週の１．７倍というようなニュースが報道されております。約５０年前に大流行をし

たアジア風邪では５，７００人の方が亡くなられたと言われております。その当時と今と

は医療体制が全く違うわけですから、それを当てはめるというのは少し違うと思います

が、それだけウイルスというのは脅威なものだということでございます。 

 さらに、ある学者のお話によると、発症経路が１００年前に発生したスペイン風邪によ

く似ていると指摘されております。これも今回の新型インフルエンザと同様、アメリカ、

スペインを発生源としてるという説が有力視されており、日本には大阪、神戸より全国に

広まったと予測されております。その結果、全世界で５，０００万人もの死者を出した

と、史上最悪のウイルスだったということが報告されております。 

 このようなことから、今回の新型インフルエンザ対策には真剣に取り組まなければなら

ないと思いますが、対応につきましてはもう答弁が出ておりますので、１点だけお聞きし

たいのは学校の修学旅行ですね。徳島市内のほうの学校では指折り修学旅行を楽しみにし

ておったのが延期あるいは中止になったというようなことも報道されております。そして

また、中止することによってキャンセル料を自治体が支払うと。それは徳島市内のお話で

ございましたが、本市においては学校、小・中学校としてはどういうふうな状況であるか

ということについてだけの答弁をお願いいたしたいと思います。 

○議長（三浦三一君） 板野教育長。 

○教育長（板野 正君） 木村議員からの新型インフルエンザと修学旅行についてのご質

問でございます。 

 ことしの４月、５月には本当にインフルエンザが発症したということで、修学旅行は多

くの学校が５月に予定しておりました、県内。我が阿波市でも予定はいたしておりまし

た。その後の状況をご報告させていただきます。 

 本市阿波市におきましては、小学校は６年生で修学旅行、中学校は２年生で修学旅行を

実施いたしております。そして、中学校の修学旅行は４校中３校が沖縄です。１校が北九

州方面。小学校はすべて京阪神方面ということになっております。 

 そこで、当初から予定しておりました５月での実施につきましては、中学校はすべて予

定どおりもう終わっております。それから、小学校は３つの小学校が当初予定しておった

とおり５月に終了いたしております。 

 それから、その後インフルエンザが感染拡大ということであちこちらに発症されました

ので、実情をよく判断して延期の方法をとりました。小学校におきましては、３校は実施
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済みですので、１０校中６校が延期という形をとりました。あと一校は１０月に当初から

予定しておりますので、まだそれは実施しておりませんが、延期した６校中、実はきょう

出発しております１校。ですから、５校は９月３日からきょうまでに終わっておりまし

て、全員無事帰校いたしております。あと残るのは大俣小学校が１０月に予定しておると

いうことになります。今のところ修学旅行を実施して、その後感染しておるとか、そうい

った疑いのある子供は出ておりません。全員無事終了しつつあるということでございま

す。 

 いずれにしましても、修学旅行は本当に一生の大きな思い出になります。特に小学校６

年生はもうその学年しかございませんので、もうぜひとも修学旅行実施の方向で最大の努

力をしておるというのが現状でございます。 

 以上です。 

○議長（三浦三一君） 木村松雄君。 

○９番（木村松雄君） ただいま教育長よりご答弁いただいたわけなんですが、本市にお

いては修学旅行の中止とか、そのような事態はなかったということでございますが、もう

予定どおり実行できてほっとしております、私も。 

 きのうも月岡議員のほうからこの問題に対していろいろ質問されたわけなんですが、本

市からは阿波市からはもうまず絶対に出さないんだというような決意のもとに、そういう

な学校においても、あるいは高齢者施設、保育所も、そういうな周知を徹底的にしていた

だいて、絶対に出さないんだというような強い方向で進んでいただきたいと思います。 

 先ほど月岡議員がきのう非常に手洗いのこととか、そういうなことをもっとビデオで、

ＡＣＮで流したらええじゃないかということを発言されておりましたが、やはりそういう

な機器を利用して、やはり市民の皆さん、保護者の方にも、子供さんにも徹底的に周知を

していただくと、そのような対策をぜひとっていただきたいと思います。 

 以上で私の通告した質問はすべて終わるわけなんですが。政権が移行することに伴い

我々もしっかり情報をキャッチして、理事者ともども一丸となって他市におくれをとらな

いよう取り組んでいく決意でございますので、よろしくお願いをいたします。 

 以上で私の質問を終わります。 

○議長（三浦三一君） これで９番木村松雄君の一般質問を終了いたしました。 

 以上で本日の日程は終了いたしました。 

 次回の日程を報告いたします。 
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 次回は、あす１１日午前１０時より一般質問、質疑、委員会付託があります。 

 本日はこれをもって散会いたします。 

            午後５時１０分 散会 

 


